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序

先進国において、総人口に占める高齢者の割合が増加し、本格的な高齢化社

会を迎えつつある今 日、様々な問題が指摘されている。そのなかでも、現在の

公的年金制度のありかたに関する問題は、最も重要かつ深刻な問題の一つとし

て位置付けられる。急速な高齢化に加えて少子化が生じている現在、公的年金

を支えることに対する負担が著しく増加しており、その結果、公的年金の崩壊

が危惧されている。この現状を鑑みると、年金制度に対する研究の重要性は極

めて高いといえる。実際、この問題に対 して、国内及び海外を問わず、様々な

議論がなされてきた。

大阪大学大学院経済学研究科に在籍 して以来、現在に至るまで、私は、公的

年金が、経済の中でどのような役割を果たしているのか、また、経済の諸変数

に対して、公的年金制度が如何なる影響を与えるのかを、理論分析のアプロー

チをとることによって、明確にしようと試みてきた。そして、その作業を通 じ

て、公的年金制度の姿を捉えることを目的としてきた。その結果、(1)動学的効

率性を達成する役割、(2)世 代内に存在するリスクをシェアすることで資源配分

を効率化する役割、(3)労働供給や貯蓄等の資源配分を歪める影響、の観点から、

公的年金制度と経済効率性との関連性を提えることができるとの結論に至った。

この中に収め られている4本の論文は、このような視点から、公的年金制度

について論じたものである。第 1章「公的年金の研究に関する展望」では、既

存の公的年金制度に関する研究のうち、効率性に関わる議論を上述した視点か

ら整理している。第 2章 「公的年金制度が経済厚生に与える影響」は、この中

に収められている論文のうち、最も中心的な役割を担うものである。ここでは、

公的年金が労働者の労働能力 (例えば健康状態 )の不確実性に対して保険の役

割を果たす といった認識の下で、公的年金が経済厚生に及ぼす影響を理論的に

論 じている。賦課方式の年金を拡充することで、経済厚生 (こ こでは効率性の

問題を考えている。)に与える影響は (1)世代間での所得移転効果、(2)健康



のリスクをシェアする効果、(3)健康状態が私的情報であるため、リスクシェ

アリングが完全には行えないという効果、

“

)余暇の価格を歪める効果、に完

全に分離させることが出来ることを示した。実際、公的年金制度が、経済効率

性との関連からは、上述の視点から捉えられるという主張は、第 2章で得られ

た結論をベースにして形成されている。

第 1章で明らかになることであるが、公的年金制度が経済の労働供給に与え

る影響については、数多くの実証研究が存在する一方、この分野に関する理論

研究の蓄積はあまり存在しない。このことを踏まえて、第 3章、第4章では公

的年金制度の労働供給に対する影響を、理論的に考察する。

従来は、公的年金制度における所得テストの存在によって、高齢者の労働供

給が減少すると述べられてきたが、そのことが、社会的にどのように評価され

るかは考えられてこなかった。第 3章「公的年金制度のもとでの退職行動」で

は、年金制度のもとでの高齢者による労働供給が社会的に最適な資源配分のも

とでの労働供給に比べて過少となっているかどうかを考察する。そして、この

新たな視点から、公的年金制度のもとでの労働供給を評価する。その結果、公

的年金制度のもとでの労働供給は、社会的には必ずしも過少であるとはいえな

いことを示す。ただ、第 3章では、経済主体の貯蓄行動については、分析して

いない。そこで、第 4章 「公的年金制度のもとでの貯蓄及び早期退職」では、

貯蓄についても明示的に扱った上で、賦課方式による公的年金制度が労働供給

及び、貯蓄行動に与える影響について論じている。ここでは、従来は、動学的

な資源配分の効率性との関連で主張されてきた、年金の収益率と私的貯蓄の収

益率との大小関係が、貯蓄や退職行動に対しても、定性的に異なる影響を与え

ることを示す。

第 1章から第4章のベースになっている論文は以下の通りである。

第 1章 論文「公的年金制度の研究に関する展望」

第 2章 論文「A Hsk on health conditions and an efflciency of s∝ MI secu五 ty systems」



第 3章 論文「A redrement decision in the presence of a social secu五 ty system」

第 4章 論文「年金、貯蓄:早期退職」

このうち、第 2章と第4章のベースになっている論文は、大阪大学の前多助

教授との共同研究である。日頃から暖かく御指導下さり、そしてこれらの研究

を、学位論文として、ここに記載することを快諾して下さいましたことを、心

よりお礼申し上げます。また、本学位論文を執筆するにあたり、非常に多くの

先生方、大阪大学大学院経済学研究科の皆様より、様々な形で御指導、御支援

を頂きました。紙面の都合上、一人一人、御名前を書くことができない失礼を

お詫びしますと共に、この場を借りまして、厚くお礼申し上げます。

1998年 1月
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第 1章 公的年金制度の研究に関する展望

イントロダクション

先進国において公的年金制度が政府における最も主要な活動の一つであると

認識されて既に久しい。勿論、その規模も非常に大きなものとなっており、 こ
の制度が民間経済に与えるインパクトを無視することはできない。これに伴い、

公的年金についての研究は数多くなされてきた。公的年金制度が経済活動に与

える影響については、実際、非常に多くの視点から分析されている。そのうち、

本稿では、この制度が経済の効率性に与える影響に着目したうえで、公的年金

制度に関する研究について整理する。

効率性の視点からは、公的年金制度が経済に与える影響は、大別すると、次

のように分類することができよう。

(1)動学的効率性に対して与える影響

(2)世代内リスクのシェアを通じて発生する経済効率性への影響

(3)資源配分に対する影響 (労働供給について)

(4)資源配分に対する影響 (貯蓄について)

以下では、この分類にしたがって、一連の研究を整理する。

2 動学的効率性に対して与える影響

賦課方式によって公的年金が運営されている場合には、世代間での直接的な

所得移転が行われる。これを理論的に記述する際には、通常、世代重複モデル

が用いられる。



2-1 各世代が 自らの状態にのみ関心を持つ場合

世代重複モデルは Samuelson(1958)に よって考案されたモデルである。

SaFnuelSon(1958)は 、貯蔵不可能な財のみが存在する経済で、利子率がどのよう

に決まるかを考察 した。その結果、この設定のもとで、競争均衡は、必ずしも

最適な資源配分 を実現しないことを示した。また、政府が、世代間での所得移

転の制度を創ることで、社会厚生が改善され、最適な資源配分を達成できるこ

とを主張した。 この世代間での所得移転の制度として、「貨幣」が考えられて

いた訳であるが、「賦課方式の公的年金制度」もこれと同じ機能を持つと考え

られる。

Samuelson(1958)は 、存在する財が持ち越し不可能な経済を前提として、上に

述べた結論を導いた。即ち、財の生産や貯蔵技術が一切存在 しない下での分析

であった。それに対 して Diamond(1965)は、ここに生産技術及び、持ち越 し可

能な財 (資本財 )を組み入れた上で、世代間での所得移転、即ち、「賦課方式

の公的年金制度」の効果を分析 した。その分析の枠組みを紹介しよう。

2期間にわたって生存する個人を考える。個人の効用最大化問題は以下で与

えられる。

maX U(Clt,C2t+1)

s.t.  Cit+st+a=wt

C2t+1=(1+rt+1)st十 (1+n)a

Cltヽ Stヽ 及びc21+1は t期に生まれた世代が若年期に行う消費、貯蓄、及び老年

期に行う消費をそれぞれ表す。また、w及び rは賃金率及び利子率を表す。aは

若年世代から徴収される年金保険料である。世代ごとに、人口が、1+nで成長す

ると仮定する。ここから導かれる貯蓄関数は、次のように表わされる。



ヽ
…
Ⅲ恥十守 →

企業は、労働と資本を生産要素として、一種類の財を生産する収穫一定の技

術を保有しているとする。kを労働一単位あたりの資本量として、一人当り生産

量を ■k)で表現する。このとき、企業の利潤最大化条件より、■=f′ (kt)、

Wt=f(kt)一 k√′(kt)が得られる。市場均衡条件は、次式で表される。

Stlt rt峰)囀十
]ヽテi:::|;⇒‐→輛

安定な定常均衡(kt=kt+1=k)で は、
巻
く0が成立することになる。安定な定常

均衡のもとで得 られる効用の値は、次で示される。

U[W― S― a,(1+r)s十 (1+n)a]=U[W(k)― (1+n)k― a,(1+nxa+(1+r)k)]

ここから、
讐
=(n―→・はイ実0告 +り。

券
が求められる。ここで

豊
く0及び、

f″(k)<0に注意をすると、年金拡充の効果は、人口成長率 nと、市場利子率 r

との大小関係によって決定されることが分かる。即ち、n>rの時には、aの増加

に伴って、効用が上昇することが得られる。これは、動学的な観点からは、次

のように解釈することができる。kの規模が過剰であり、rが相対的に低いとき

に、aを増加して、kの規模を縮小したとする。その結果、過剰な資本を経済で

保有し続けるといった、一種の非効率性 (動学的非効率性)を解消することで、

経済の厚生水準は改善される。

尚、Diamond(1965)が示した nと rとの関係について、 Aaron(1966)は 資本が存

在しない、いわゆる Samueison(1958)のケースで、賃金が gの率で上昇する場合

について検討している。その場合には、g+nと rとの大小関係が、賦課方式の年

金が厚生水準を引き上げるか否かに影響することが示される。



2-2 各世代が他の世代の状態にも関心を持つ場合

次に、各世代が、他の世代の状態について、もともと関心を持っていると想

定しよう。即ち、一種の「利他的」な動機によって、自発的に世代間で所得移

転が行われるような環境を前提とする。このもとで、前節と同様の賦課方式の

年金を、政府が行うとする。このとき、経済にどのような影響が生じるであろ

うか。今、この問いに対する基本モデルを記述する。まず始めに、政府が年金

政策を全く行っていない場合に、家計が直面する問題を示す。

max Ut=Ц clt,C2t+1,Vt+1)

s.to clt+st=Wt           ヽ

C2t+1+(1+n)bt+1=(1+rt+1)st+(1+rt+1)bt

ここで、 Vt+1、 bt、 bt+1はそれぞれ、子孫 (世代 t+1)が獲得することができ

る最大効用、世代 tが受け取る遺産額、及び世代 tが譲る遺産額を表わす。この

定式化は Barro(1"4)に基づく。

企業の問題 は、前節と同様、■=fて kt)及びwt=f(kt)_ktf′ (kt)で表わされる

としよう。また、市場均衡条件は、このとき、bt+st=(1+n)kt+1で 与えられる。

以上の設定を満たす均衡の資源配分を、変数の右肩に *印をつけて表わすこと

にする。ここでは、bl+1が厳密に正であるとしよう。

ここで、年金制度のもとでの資源配分との比較を容易にするため、第 0期 に

存在している老年世代 (inid」 old)の意思決定を示しておこう。この世代の若年

期に置ける消費については考慮 されないことに注意すると、最適化問題は以下

で示される。

maX U(C20,VO)

S・ t・   C20+(1+n)bO=(1+roXS_1+b_1)

4



s_1や b_1は、前期に既に行われている貯蓄、及び、遺産額であり、第 0期時点

では、これは所与である。 (このことは、%の値が所与であることを意味する。)

次に第 0期に生まれた世代 (世代 0)の生涯の予算線を示す。

qO+i:ITtt111:Ц =WO+恥

これより、世代 0の最大効用V。 はw。 (k。 が所与であるからこの値は所与であ

る)、 rl及び第 0期 に存在している老年世代からなされる所得移転額 b。 に依存

することが分かる。したがって最適問題は次のように書き換えられる。

maX U(C20,VO(bO;■,Wo))

S・ t・   C20+(1+n)bO=(1+roXs_1+b_1)

これから得られた bの値が b。 で表される。

さて、政府が第 0期に、賦課方式の年金制度を開始 したとする。このとき均

衡の資源配分は全く変化 しないことを BarrO(1974)が示した。今、このことを見

るために、再び第 0期に存在している老年世代の最適化問題を考える。

maX U(C∞ ,V。 )

S・ to  C20+(1+n)bO=(1+roXs_1+b_1)+(1+n)a0

ここで、 aOは世代 0の若年時の年金保険料を表わす。また、世代 0の生涯の予

算線は次の通 りである。

C10+ギ
:IT+1二
:L(bl_al)=wO十

(bO― aO)

これより、世代 0の最大効用はw。、1及び第 0期に存在している老年世代から

なされる所得移転の純額(b。 _aO)に依存することが分かる。したがって第 0期に



存在 している老年世代の最適問題は次のように書き換えられる。

maX U(C20,VO(bO― a。 ;1,w。 ))

s.to cm+(1+nX bO― aO)=(1+roxS_1+b_1)

政府は予算を均衡させるように、賦課方式の年金をまた、議論の前提として、

変数の右肩に **印をつ実行 しているとする。この時の均衡での資源配分を、

けて表わす。遺産額及び、貯蓄額がそれぞれ b。 =b。 +a。 、s。 =s。 ―aOの時、

bぎ +sy=bも +s:よ り、イ
*=ご
が成立することを考え合わせると、このby及び

イ が第 0期の老年世代の最適な意思決定であることを容易に確かめることがで

きる。結局、各世代の行う消費量は、賦課方式の年金制度の導入によっては、

全く影響されないことになる。

親か ら子世代への遺産動機が存在する場合には、賦「利他性」に基づいて、

課方式の年金制度がもたらす効果が、前述の(1)の場合とは異なることが確認さ

れた。では、次にこの Baro(1974・ yの結果が、どの程度頑健 (rObust)で あるかを

検討してみよう。

Barro(1974)の設定では、各個人の寿命の長さには、不確実性は存在していなか

第 2期 目に生存 しているか否かは不確実であり、生った。そこで、各個人は、

存 している確率が pであるような場合を検討する。個人の効用は消費量及び、

次世代の個人一人当りに対して行う所得移転額によって発生するとする。これ

は先に見たように、本質的には Barro(1"4)の場合と同じであると考えることが

できる
1。

民間には、年金数理的に公正(actuariJlyfair)な年金を供給する市場が存在してい

この設定を、政府が年金数理的に公正な積立方式のると仮定しよう。または、

年金を実行していると捉えてもよい。このとき、モデルは次のように変更され

1も
し次陛代に対する利他性を、

90y Of」 Ving)で提えたならば、

世代間での所得移転の純額ではなく、単に遺産を支払うこと

議論はまた異なったものになる。



る。なお、この議論は Sheshnskiand Wdss(1981)を ベースにしている。

maX u(Cit)十 pu(C21)十 h(Bt)

s.t.  cll+bt+zt=wt+Bt_1

%・ =十孔

btは、世代 tが若年期に残す遺産額であり、Btは、世代 t+1が若年期に受け取

る遺産額である。また、ztは年金の購入量である。勿論、ztを 遺産を残す手段

として用いることはできない。注意すべきことは、個人が老年期に生存してい

るか否かが不確実であるので、遺産を残す行為が若年期になされる点である。

今、世代 tが残 した遺産は、t+1期に世代 t+1に対して、一律に支給されるも
のとする。年金が積立方式であるから、世代 tが世代 t+1-人当りに行う所得
移転額はBtである。それに伴って、各個人は、次世代へ行う移転額から効用 h(Bt)

を得ると考える。また、btと Btとの間には、Bt=(1+t+1/1+n)btの関係が存在

する。また、老年期に生存している個人が、追加的に、遺産を残す誘因は存在

していない。最適条件は (内点解を前提として)次で表される。

u′(Clt)=(1+rt+1)u′ (■2t+1)

u′(Clt)ヨ (1+rt+1)h′ (Bt)

生産に関する条件式は、再び、■=f'(kt)及び wt=f(kt)_k√ ′(kt)で表わされ

る。また、市場均衡条件は、bt+孔 =(1+n)kt+1と なる。このもとでの均衡の資

源配分を、変数の右肩に*印をつけて表わすことにする。賦課方式の年金制度

と比較する際の参考として、第 0期と第 1期 との状態を記述しておこう。第 0

期の若年世代の予算式は次のようになる。

7
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第 0期の老年世代が前期に行っていた、bl二 十二1=(1+n)k。 を所与として行動し

ていることより、 wふ は所与の値となっている。一方、第 1期に存在する老年世

代及び、若年世代の予算線は次のようになる。

*

十bl十 Zl=Wi+暑 bも

次に、政府が賦課方式の年金政策 を実行したときの、資源配分について考 え

る。各個人は、 自らの期待効用 を最大化するような年金額 を、購入できるもの

としよう。又はこれを、政府が、最適な年金規模を選んでいると考えてもよい。

また、積立方式の年金を供給する主体は、このときには存在 しないものとす る。

この場合の最適行動は次のように表される。

maX u(Clt)十 pu(C2t+1)+h(Bt― at+1)

s.t.  clt+bt+at=wt tt Bt_1

1+n
C2t+1=~~~at+1

p

atは世代 t一人当りの年金拠出額である。このとき、世代 tが世代 t■ 1に行う所

得移転の純額は、Bt― at+1である。このことを反映して、効用関数は上述のよう

になる。自らの老年期の消費のために行う所得移転の手段として、年金が用い

られる状況を前提として考察する。最適な資源配分のもとで成立する条件は次

のように与えられる。

u'(Clt)=(1+rt+1)u′ (22t+1)

u′(Clt)=(1+rt+1)h′(Bt― at+1)

この場合、市場均衡条件は、bt=(1+n)kt+1と なる。このもとでの均衡の資源
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配分を、変数の右肩に **印 をつけて表わすことにする。さて、ここでこの 2

種類の資源配分を比較してみよ う。第 0期 と第 1期の状態を記述する。第 0期

の若年世代の予算式は次で示される。

cI;+b丁 =wふ
*+B*1-a志 *

b互 (またはBll)が所与の値であるから、wざ及びJ*も所与である。ここでは、

初期時点においてb鶴 =bll+zll(っ まりだ
*

これより、wざ =wぎ、ポ
*=ギ
が成立する。

代の予算線は次のようになる。

=kぎ )が成り立っているとする。

また、第 1期の老年世代と若年世

*x. l+n x(*
c2l = 

-al
p

** ** **
c11 +b1 :wl

**

+(1+rl  bざ ―al*)

**

最適な資源配分のもとでl al =1+nZ°及び、b。 =bO十
子島計
alが成立する

ことは、容易に確認できる。実際、このもとでは、b丁 =bふ +zも となるので、

■ =亀 及びWl =Wlが成立し、最適化のための一階の条件も成立することが確

かめられる。また、消費量や効用水準は積立方式の場合と等しくなる。

Sheshinski and Weiss(1981)が 示したこの結果は、年金数理的に公正 (actuari」 ly

fair)な私的年金が存在しているもとでは、賦課方式の年金が最適に選ばれてい

る限りは、その効果はゼロであることを意味する。

今までは、「親が子供の状態に関心を持つ」という利他性を前提として議論

してきた。では、利他性のありかたが、逆に「子が親の状態に関心をもつ」と

なる場合にも、結論は変わらないであろうか。以下ではそのことを考察しよう。

Barro(1974)の中では、賦課方式の公的年金の保険料が、自発的に子世代が親

世代に行う所得移転額を上回らない限りは、公的年金による影響は0であると

9



述べられている。これを表すモデルを以下で提示しよう。

max Ut=u(clt,C2t+1,Vt_1)

年金制度が存在しないときの世代 tの予算制約は、以下で表される。

s.to clt+st tt gt=wt

C2t+1=(1+rt+1)st+(1+n)gt+1

ここで、gtは世代 tが、世代●1に対して行う所得移転額であるとする。一方、

年金制度が存在するもとでの予算線は、次のようになる。

s.to  clt tt st+gttt at=wt

C2t+1=(1+rt+1)st+(1+nx gt+1+at+1)

この利他的な設定では、親の世代が、子世代からの所得移転をあてにして、戦

略的に行動することもありうるが、それに関しては、vedl(1986)や Verbon(1988)

が考察 している。世代 tの効用関数を、Ut=Ц Cll,C21+1,Ui_1(cit_1,C2t,Ut-2))と

しよう。第 t期には、過去 (第 卜1期)の clt_1や Ut-2は所与である。そこで、世

代 tの最適行動は、次で表すことができる。

max Ut=U(clt,C2t+1,セ
t)

S.to  clt+st+gt=wt

C2t+1=(1+rt+1)st+(1+n)gt+1

C2t=(1+rt)st_1+(1+n)gt

世代 tに とって、st_1は所与である。一方、世代 tが gぃ 1を所与として行動する

か、あるいは、g好 1が、自らの行動に依存して決定されることを読み込んで行動

するかによって、世代 tの とる行動は変化する。

今、定常均衡で、(1+r)U2(Ct,%,c2)>(1+n)U3(Cl,C2,た )が成立していると仮
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定 しよう。 (VerbOn(1988)は、 VeJl(1986)がおいた、この仮定を取り外して考察

している。)世代 tが gt+1を所与とした時 (ナッシュ均衡解)には、定常均衡で、

gt=0及びst>0となることを容易に示すことができる。このように、世代間の所

得移転が自発的には起 こらないもとでは、賦課方式の年金政策は、Barro(1974)

でも示しているように、中立的ではない。

世代 t■ 1は stを所与として g絆 1を決定するが、そのことを世代 tが読み込んだ

上で、戦略的に自らの行動を決定したとしよう (シュタッケルベルグ均衡解)。

このとき、世代 tは、st=0を選ぶことで若年世代の消費を増やし、老年世代の

消費を、次世代からの所得移転で賄う (3t+1>0)可能性が出てくる。世代 tの効

用は、ナッシュ均衡の時に比べて増加する。しかし、障代 t■ 1以降の効用が低下

する。このもとで、賦課方式の年金制度を導入したならば、世代 tが戦略的に行

動できる余地が減少 し、その結果、社会厚生を増加させることが可能となる。

この結果は Diamond(り万)によって指摘された経済主体は自らの退職後の

消費のために十分な量の貯蓄を行わないということとも関連している。但し、

Dialnond(1977)の 場合には十分な量の貯蓄が行われない理由として個人の非合

理性や十分な情報の欠如などを挙げていたのに対して、ここでは個人の合理性

や完全な情報の保有を前提としているときでも、個人が戦略的に行動するとき

には貯蓄が過少となることを述べている。

上に示した研究は、公的年金制度が政府という主体を、個人とはまた別に考

えてモデルを構築しているのに対し、公的年金制度の規模の決定は現在生きて

いる若年世代と老年陛代の双方の賛成によって決まると主張する研究がある。

この ような視 点にたって公的 年金 制度 を提えたものとして Hansson and

Stua頭1989)による研究を挙げることが出来る。ここでは和1他的な個人 (自 らの

親の世代及び、子孫の世代の効用が自身の効用関数の中に入っている)を想定

した上で、現在生きている親と子陛代が共に賛成するような賦課方式の年金規

模を (将来先の分まで)決定する。後の世代はもし、過去に決められた年金計

画に対 して両世代の賛成を得られないならば、変更できることが出来るにもか



かわらず、その様には行動しない、即ち、公的年金制度を導入した世代によっ

て決められた計画はパレート最適となっていることを示した。そして、このこ

とが賦課方式の公的年金制度の存在意義であると主張している。

現存している世代が共に賛成することにもとづいて決められた年金計画が、

将来世代にも受け入れられるのは、効用関数の中に存在している子孫に対する

利他性が、各世代とも、他世代の効用をシステマティックに割り引く形で仮定

されていることに強く依存していると考えられる。    :

3 世代内リスクのシェアを通じて発生する経済効率性への影響

現実の世界では、個人は様々な不確実性に直面している。公的年金との関連

では、生命の長さに関する不確実性や健康状態のような勤労能力に関する不確

実性などを考えることができる。これらは将来における所得や消費活動に対す

るリスクをもたらすが、このリスクを軽減する役割を公的年金制度は担ってい

る。即ち、健康の不確実性に対する「保険」としての役割、及び、生命の不確

実性に対する「年金」としての役割を果たしていると考えることができる。

これらに関する保険又は年金を提供するのが何故、民間ではなく政府なので

あろうか。Dialnolld(1977)に よれば個人の生命の長さや、特に健康状態というも

のは、私的情報としての性質をもち、第三者はそれらについて正確には知りえ

ないことによって、モラルハザードや逆選択の問題が発生するため、政府によ

る供給が行われることが望ましいと説明される。又、その他の説明として政府

が民間に比べて、費用の面で効率的に活動できる分だけ効率的な供給が可能と

なるとの見方もある。

その様な視点、即ち市場に何らかの不備があるようなときに政府による介入

が経済厚生を改善しうるか、換言すれば、公的年金の存在意義を、市場の不完

全性や非効率性に対する補完的役割とみなしうるか、を中心に論じた研究を紹

介する。ここでは、論点を更に3つに分類した上で説明する。
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(1)民間に年金市場が不備な時に、公的年金制度を導入することの効果

(2)情報の非対称性が存在しているもとでの公的年金制度の効果

(3)民間の年金の収益率と公的年金の収益率との比較による考察

このような視点か ら年金制度の意義を考察するとき、年金数理的に公正

(actllaHallyfair)な 積立方式の年金制度を前提として論 じていることが多い。こ

れは、年金による効果のうち、世代間の所得移転を取 り去つて、同一世代内で

の効果のみを抽出することを意図していると考えられる 2.

尚、公的年金制度をこのように保険又は年金として考察 した場合に重要とな

る論点として、民間貯蓄に対す る影響といったものも存在するが、これに関 し

ては節を改めて議論する。

3-1 民間年金市場が不在の時に、公的年金制度を導入することの効果

2期間生存しうる個人のもとで、世代重複モデルを考える。但し、個人の第

2期目の生存に関しては不確実であり、生存確率はpで与えられているとする。

また、個人には遺産動機がないものとしよう。いま、経済には、生命の不確実

性に対する民間保険市場は存在していないとする。このような環境の下では、

個人は、第 2期 に備えて予備的な貯蓄を行わねばならない。予備的貯蓄を行っ

た個人が、第 1期の末に死んでしまったならば、それは次の世代に対して、意

図せざる遺産という形で受け渡される。なお、第 2期まで生存をした時には、

子孫に対して、遺産は一切残さない。また、禾1子率および、賃金率は一定であ

るとしよう。Abel(1985)はこのような設定のもとで、公的年金の効果を検討した。

まず始めに、政府の公的年金が導入されていない時の定常均衡を記述する。

2現
実には、公的年金は、必ずしも年金数理的に公正な年金制度ではない。換言すれば、公的年

金を考える場合には、ゼロ利潤条件を想定する必要性はない。しかし、その場合には、余剰 (ま

たは赤字)は次世代に引き継がれることになる。その視点から考えると、ここで考える年金は「社

会保険」であると見ることができる。
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maX u(Clt)十 pu(C2t+1)

S.to cl+s=W+B

C2 = (1+r)S

Eは前の世代が行った、意図せざる遺産額を表す。第 1期の末に死亡した世代 t-1

の個人の貯蓄は、一括的に世代 tに分配されるとする。したがって、均衡では、

三=(1+r漱1_p漱1+n)が成立する。したがって、均衡での個人の通時的な予算

線は以下で表される。

Cl・ (轟 +や%=W

次に、政府が、年金数理的に公正 (actuariallyfair)な 積立方式の年金制度を導

入 したとする。年金導入時の世代の予算線は以下で表される。

Cl+S+a〓 W+B

C2=(1+r)S+(1+r)■
p

aは年金保険料であり、これは政府によって、ある額に固定されている。したが

って、aを超えて、個人が老年期のための消費に備えたい場合には、私的貯蓄 s

で対応する。年金導入当初の世代の効用は上昇することが、この予算線によっ

て直ちに分かる。また、年金の導入によって、sく sとなることが容易に示される

が、このことは、次の世代が受け取ることができる遺産額が減少することを意

味する。年金導入時の定常均衡での私的貯蓄、意図せざる遺産額をそれぞれ、ぃ

旦としよう。このとき、予算線は次で示される。

Cl+§ +a=w+旦

14



C2=(1+r)s+(1+r)■
p

旦=(1+r)メ 1_pXl+n)を用いると、通時的な予算線は以下のようになる。

Cl・ lT:[了 ~=ヽ2
(n-rXl-p)

- tr T 

-c

(1+ n)p

年金制度のもとでの定常均衡は、§く5で ぁることから、各世代が受け取る遺産

額が減少する。一方、年金が存在することで、より高い収益率で若年期から老

年期へ、所得移転ができる効果が存在する。したがって、効用水準が高くなる

かどうかは一概には言えず、nと rとの大小関係に依存する。n=rの ときには、

長期的には、年金制度が不在の場合も、存在するときも、厚生水準が等しくな

る。 (但し、導入時の世代の効用は増加する。)今の議論を、図 1で説明しよ

う。図中の点線は、年金導入前の予算線を示す。公的年金の導入時には、予算

線は図中の実線のように上方ヘシフトする。導入期以後は、新しく生まれる世

代の受け取る遺産額が減少することで、予算線は下方にシフトする。その結果、

n=rの ときには、再び、年金導入前の予算線に到達する。

Abel(198⊃の議論では、私的な貯蓄を行う貸借市場が、完全であると暗黙に想

定している。これに対して、 Hubbard and Judd(1987)は、資本市場が完全ではな

く、借り入れ制約が存在している世界のもとで考察を行った。もし、借り入れ

制約が存在していないならば、Abel(1985)が主張したように、短期的には (公的

年金の導入時には)公的年金制度は経済厚生を引き上げるが、借り入れ制約が

存在するもとではこのプラスの効果は大幅に引き下げられるか、全くなくなっ

てしまうことを示した。これが生じるのは、借り入れ制約に直面している個人、

即ちスムーズな消費計画を実行できない個人に対して、公的年金制度を導入し

て課税を行うことで、潜在的には借り入れ需要のある個人のその時点での可処

分所得を更に減少させる結果、より消費パターンがスムーズではなくなり、結

果として、たとえ潜在的に個人の生涯における利用可能な資源の量が増加して
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も、生涯効用自体が低下してしまうという理由による。尚、このことについて

は F61dsにin(1977)によっても指摘されている。このことは、前述の Abd(1985)

の主張を説明したモデルに私的貯蓄 s≧0の制約を付け足して分析することで、

容易に確かめることができる。図2に、今の議論を簡潔に図示している。年金

導入前には個人の予算線はODEで示されている。図 1と同様に年金が導入され

たとき、個人の予算線は上方にシフトするが、借り入れ制約を前提とすると、

予算集合はOABCの領域となる。もし、年金導入前の消費が、図の FEの範囲内

に存在したならば、年金導入によって、導入期の世代といえども、効用水準は

低下する。

また、公的年金の長期効果に関して、Abel(1985Dは 、生産要素価格が一定であ

るもとで検証したのに対し、Hubbard and Judd(1987)は 、生産要素価格が変化す

ることも考慮に入れて分析した。 Hubbard and Judd(1987)は資本比率の減少 (こ

れについては貯蓄に関する影響のところで再述する。)が利子率の引き上げと

低い賃金率を招く結果、Abel(1985)の 主張に比べて、経済厚生が低下の度合が大

きくなることを、シミュレーション分析を用いて示している。

3-2 情報の非対称性が存在しているもとでの公的年金制度の効果

個人の労働能力や、寿命の不確実性は、一般的には私的情報であると考えら

れる。年金 (退職後年金)は、 これらの不確実性に対して一種の保険を提供す

る。しかしながら、これらの不確実性をモニターすることは非常に困難である

ことを考えると、この種の保険は深刻なモラルハザード及び逆選択の問題に直

面することになる。このような視点から、Diamond(1977)は 、年金が公的に供給

されることが望ましいと主張する。その際には、勿論、公的年金がもたらすプ

ラスの効果 (リ スクヘッジ)とマイナスの効果 (モラルハザードや逆選択の発

生)とを認識した上で、この制度をデザインすることが必要である。 この点に

関して、Diamond and Mirlees(1978)は 、個人が健康に関する不確実性に直面して

いる下での、最適な年金政策について考察している。健康状態は私的情報で、
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モラルハザー ドの可能性を秘めている場合には、公的年金政策と利子課税とセ

ットにして実施することで、最適な社会保障政策が実現可能であることを述べ

ている。また、Diamond and Mi「 lees(1986)は、個人が健康に関する不確実性に直

面している下で、最適な年金政策のデザイエングの問題について考察 している。

公的年金の給付額は、退職年齢が遅いものほど高くすることが望ましいが、年

金数理的に公正な場合に比べて、増額幅は小さくあるべきことを主張 した。退

職年齢が遅 くなるにつれて、給付額を上げるのは、年金制度のもとで、個人が

過度に退職を早めないためであり、給付額の増加幅を小さくするのは、健康状

態が悪く、 lJJく ことができなくなるリスクをシェアするためである。

さて、 Diamond(1977)は 、民間で保険を提供する際に、モラルハザー ド及び逆

選択の問題に直面するときには、その保険は公的に供給されることが望ましい

と主張 した。公的年金の導入によって、モラルハザー ド及び逆選択の問題は (部

分的にでも)解消されるのであろうか。即ち、民間に年金市場がするときに、

公的年金の導入によって、経済厚生は改善されるのであろうか。

この問いの答えは、民間市場で起こっている逆選択の問題を、年金数理的に

公正 (actuariallyfair)な 公的年金は解消することは可能であるが、モラルハザー

ドの問題を公的年金が解消することはできない、となる。そのことを以下で検

討してみよう。

逆選択にかかわる研究の例として、Eckstdn,Eichenbaum and Peled(1985)を挙げ

ることができる。今、経済には、寿命の長さに関して異質的である (リ スクが

ある)2タ イプの個人が存在しているとし、それをタイプ A、 タイプ Bと名付

ける。個人は、 2期間にわたって生存しうるが、第 2期 目の生存については不

確 実 で あ り、そ の 確 率 が 、 PA｀ pB(PA<PBと す る )で 与 え られ て い る。 つ ま

り、年金の意味でリスクの高い個人はタイプBの方である。タイプ A、 タイプB

の効用関数はそれぞれu(cl)+PAu(%)、 u(Cl)+pBu(C2)で 表される。タイプ A、

タイプBの人口比率は 1:γ であるとする。各個人は、若年時にw単位の財を賦

与される。パレート最適な資源配分の条件は、以下の通りである。
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議=港判

保険会社は競争的に行動すると仮定すると、

契約のもとでサポートされる。

パレート最適な資源配分は、次の

=W― Si

=si/pi

ここで、i=A,Bである。即ち、保険会社は各タイプに対して、それぞれ年金数理

的に公正な契約 を提供している。しかし、この契約は、実行不能である。何故

なら、年金収益率の低いタイプ Bは、自らのタイプを偽って、より高い収益を

得ようとするからである。図 3の点 A及び Bは、パレー ト最適な契約のもとで

の各タイプの消費を示している。タイプ Bに とっては、点 Aの方が効用が高く、

したがつて自らのタイプを偽る誘因が存在することがわかる。 この経済の均衡

を、個人が、期待効用を最大化しており、保険会社は、(1ヌJ潤が非負で、(2)均

衡から逸脱 した契約を提示しても正の利潤を得 られない状態と定義する
3。

このように定義された均衡概念と整合的な契約は、以下のようになる。保険

会社はタイプ Bに、cP=c3=丁
毒石
の消費が可能になるように契約を提供する。

尚、この消費量は、パレー ト最適な資源配分でタイプ Bが行う消費に等しい。
一方、タイプ Aには次の様な契約を提供する。

maX u(イ )+PA u(ご )

s.to   c金 =w_sA

C全 =SA/PA

3均
衡概念として考えられるものは、他にも様々に存在する。

nchenbaum and Pelcd(198oを 参照のこと。
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それについては欧kstan,



(1+pB)u(II「
11『

)≧ u(c金 )十 PAu(C3) (動機整合性条件 )

動機整合性 (incendve compattble)制約が存在するため、タイブAの効用は、タ

イプBの効用を上回ることができない。したがって、タイプAの効用は、パレ

ート最適な時よりも低下する (図 4)。 この経済に、公正な積立方式で運営され

る公的年金を導入した時の効果を、 (図 5)に示している。公的年金は全ての夕

イプの個 人を (強制 的に)加入 させ るので、 これの収益率は
1+Y

PA+γpB

(上<1+γ く上 )
pA  PA+γpB  pB

となる。したがって、タイプ Bの効用は必ず増加する。タイプAの効用の変化

は、(1)年金によって得られる収益が低下するマイナスの効果 と、(2)タイプ B

の効用が増加す るので、動機整合性制約が緩くなるプラスの効果とが、発生す

るので、一概には効用が上昇するとは言えない。しかし、(2)の効果が(1)よ りも

大きい場合は、タイプ Aの効用も増加して、パレー ト改善を達成しうる。

このように、逆選択の場合には、公的年金が、経済にプラスの影響をもた ら

す可能性があることをみた。次 に、モラルハザー ドが生じるもとでの、公的年

金の効果を調べよう。Davies and Kuhn(1992)の 研究でも、 Lkstein,Eichenbaum

and Peled(1985)と 同様、寿命の不確実性の存在を仮定する。但し、個人の第 2期

の生存確率は、第 1期に行う健康投資の量に依存すると考える。これをモデル

に表す。個人は、第 1期 目には同一であり、そのもとで、期待効用を最大化す

るように行動する。このとき、期待効用は u(cl)十 p(A)u(c2)で表される。Aは、

若年期に行う健康投資量であり、第 2期の生存確率である p体)は、健康投資量 A

に依存 して決まる。効用関数は、 P′(A)>0、 及び、 p″(A)く 0を満たすとする。

個人の予算線は次で表される。

Cl=W~a― A

Cっ =b
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aは保険料、bを給付額である。本来ならば、sを私的貯蓄とするならば、予

算線はcl=w― a― A― s、 及び c2=b+(1+r)sと するのが適切である。しかし、

個人が自らの効用を最大にするように年金を購入するときには、sは 0になるの

で、それをあらかじめ考慮 している。ここでは、wや rは所与であるとする。

今、保険会社は、年金数理的に公正 (actuaHallyfair)な 年金を提供するとしよ

う。つまり、 aと bと の間には、a(1+r)=bp(対 の関係が成立する。個人が選択

する Aの量が観察可能であり、保険会社がそれを知ることができる場合には、

社会的に最適な資源配分が達成される。それは、次によって表される。

mtt u(W― 工螢b_A)+p体 )u(b)

最適条件は、次の式で与えられる。

一u′(ClXP'(A)+1)+p′ (A)u(c2)=0

-u′ (Cl)十 (1+r)u′(C2)=0

これを解いて得られる資源配分を、 *印を添えて表す。

もし、個人の選ぶ Aが私的情報で、保険会社が、これを観察できなければ、

社会的に最適な資源配分は達成されない。実際、保険会社が社会的に最適な資

源配分のもとで達成される年金契約を提示した ときの、個人の問題は次のよう

になる。

maX u(W― P(A)b*_A)+P(A)u(げ )

このもとで選ばれる Aは、次の条件を満たす。

一u′(Cl)+p′ (A)u(c2)=0
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この解を A**と する。一r(cl)+P′(A)u(c2)の値は、Aに関して減少的であるこ

とから、 A**>A*となることが分かる。よって、保険会社は、社会的に最適な

資源配分のもとでの契約を提供するならば、利潤が負になる。 このように、私

的情報のもとで、モラルハザー ドが生じている経済では、社会的に最適な資源

配分を達成することはできない。モラルハザー ドの発生も考慮 した上で、個人

の効用を最大化する様な、いわゆる次善的 (secOnd― best)資源配分は次で与えら

れる。

maX u(W―型 b― A)十 p(A)u(b)

頭.試W―響b―→十/0<D=O t

この解は、給付額 bと 保険料
モ鐸
bを所与と考えたもとで個人が選ぶ Aと、保

険会社が年金契約を提示する際に考えている Aの値とが整合的なもとで、個人

の効用が最大化されるような資源配分である。このもとで、政府が、公正な積

立方式の年金を実施しても、公的年金制度の規模が過大にならない限りは、資

源配分に全く影響を与えないことを直ちに確認することができる。

3-3 民間の年金の収益率と公的年金の収益率との比較による考察

Diamond(1977)は 、退職後年金を民間主体に提供させるよりも公的機関が扱う

ほうが効率性であることについて、それを提供するときのコストの点から主張

している。つまり、拠出金を税金としてとることで、この制度への加入を強制

力に行いうる点が、民間がこの保険を提供するときに比べて大幅に年金の運営

にかかるコストを下げることになると主張する。Kami and Zilcha(1986)は 、民間

の年金市場が公正な年金契約を提供している時には、公正な公的年金制度によ

る効果は存在しないが、民間市場で提供される年金契約が公正でないときには、
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公正な公的年金によってパレー ト改善が可能となることを示した。個人が直面

する年金の収益率が、公的年金によって改善されることより、 この主張を理解

することができる。

Kami and Zilcha(1986)は 、政府の公的年金は運営に際してコストがかからない

のに対し、民間の生命保険契約や年金契約には運営に対してコス トがかかると

想定している。Diamond(1"7)による考え方を受け入れる限りにおいてはこの仮

定を正当化することができるであろう。 しかし、これが妥当な仮定か否かにつ

いて実証している研究は存在していない。

4 資源配分に対する影響 (労働供給について)

先進諸国においては第二次世界大戦後、公的年金の給付の増加と高齢者の労

働参加率の急激な減少といった現象がみられ、それらの間の因果関係について

の研究が研究された。公的年金制度の労働供給の側面から捉えた場合には所得

テスト (公的年金の受給開始年齢時に一定額以上の勤労所得を得ているものに

対してはこれの給付額が削減される制度)に対して注意が払われる。公的年金

制度は、労働供給に関してみる限りでは、働き続けることに対して暗黙に課税

を行つている、同じことであるが退職行動に対して補助を行っている制度であ

ると考えることができよう。これは、公的年金制度の基本的な理念に基づくも

のと考えられる。即ち、退職をして所得の獲得手段を失った高齢者の所得を保

障するといった目的が反映されているのである。しかし一方で、これは経済に

対する価格体系、とりわけ余暇 (退職)の価格を歪めるので労働供給に歪みが

生じると理論的には考えられる。

この分野に関する殆どの研究は実証研究又はシミュレーション分析が中心と

なっている。つまり、公的年金制度がどの程度退職行動に影響するのかといっ

た、いわば定量的な問題に関心が集中している。これはデータ上に関する理由

によると考えられる。アメリカではちょうど1969年に議会で公的年金制度が拡
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充が決定 された頃と同時期に、家計に対する大規模な調査が行われた。

Longimdind Red“ Inent Hisbry Surveyの ような 1969年から隔年で (1%9年時点

で)58歳から63歳の世帯主に対して追跡調査の形で資産保有や賃金や労働形態

や家族構成などをはじめとしたこれらの研究に有益な情報を含むデータの存在

のため多くの研究が存在している 4。 したがって、本節では、この分野にかか

わる、実証分析と理論分析とを分けて整理することにしよう。

4-1 実証的研究の整理

公的年金の存在が、高齢者の労働供給を早めるかどうかといった、いわゆる

早期退職の問題に関する研究は数多くなされている。ただ、実証研究でこれを

扱うときには、個人の行動をライフサイクル的に捉えず、年金受給が可能とな

る時点のみに着 目している。そのもとで労働供給が行われるかどうかを考察 し

た。 (図 6)には、受給開始年齢時の予算線を示している。一定の額を超えて所

得を得る者に対して、年金の給付が減額される (所得テスト)こ とを反映して、

予算線は屈折する。予算線のこの変化に伴って、高齢者の労働供給がどのよう

に変化するかを検証した。

Boskin(1977)は 、1968年時点でアメリカの61-65歳の自人既婚男性につい

て公的年金や、資産所得などが、退職に及ぼす影響について分析した。その結

果、所得テストによって退職が誘発されること及び、公的年金の受給額が退職

に及ぼす影響は非常に大きく、公的年金制度によって高齢者の退職する年間確

率が 40%近くも増加すると結論づけている。そして、このような労働者の余暇

と労働との間における資源配分の歪みによって、大きな厚生損失 (dead―weight

loss)が発生していることを指摘している5。

4日
本では、このような体系だった十分なデータが最近になってようやく作られ始めた。
5日
本の研究でも、所得テストが高齢者の労働供給を有意に低下させることが、示されている。

例えば清家 (1991)や清家 (1993)等では、所得テストによって、就業確率が 15%ほ ど低下す
ることを主張する。なお、1994年に日本でなされた制度改革では、所得テストの内容を緩和し、



また、公的年金の受給額の増加にともなって生じる退職行動へのインパク ト

は、他の資産による年間所得の上昇が退職にもたらす効果に比べて、7倍もの強

さがあることを主張した。この理由として、公的年金の受給がインフレーショ

ンに対して調整される制度にな っていることや、年金受給は他の資産とは異な

って遺産として譲渡することができないことを挙げている。

さて、「退職」をどのように提えるかは、難 しい問題であり、一義的な定義

づけを行うことは不可能である。Boskin and Hurd(1978)で は、 労働供給の態度

を完全退職 (労働所得が 0で、年金給付を受けている状態)と フルタイム労働

(労働所得を得ており、かつ年金給付を受けていない状態)と部分的退職 (年

金給付を受けながら、労働所得を得ている状態)と に区分した。このもとで、

Boskin(1977)の 行った分析を精緻化して、労働時間の減少を、完全退職とパー ト

タイム労働者への移行 (部分的退職)と に明示的に区別し、労働供給の議論を

行つた。その結果、完全退職については、公的年金が労働者の退職行動を大き

く促していることがみられたが、逆に、パー トタイム労働者への移行はかえつ

て減少するとの結果を示した。 これは直観的には受け入れ難い結果であろう。

何故なら、所得テストを回避するインセンティブが、もし労働者に働くならば、

むしろパー トタイム労働者への移行は、積極的に行われるとも考えることがで

きるからである。それでは、この結果はどのように解釈できるのであろうか。

公的年金を受給可能な年齢に達したときに、労働者の退職が増加する要因と

して、年金の受給開始の他にも、強制退職制度を指摘することができる。そ こ

で、強制退職制度が、労働者を労働態度の選択に与える影響の度合を分析 した。

得 られた結果によると強制退職制度によって、高齢者の退職の確率は完全退職

については 2%程度の上昇にとどまるが、パー トタイム労働者へ移行する確率が

10%程度増加す ることを指摘している。著者はここから強制退職によって労働

者は完全に退職することは選好しないことが分かるとしている。

高齢者の労働供給の歪みを縮小する方向に移行したことが小塩 (1997)によって指摘されている。
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残念なことに、この結果は、パー トタイム労働者への移行はかえって減少す

るとの結果に対 して、これを支持するどころか、かえって、よ り大きな疑間を

投げかけることを意味する。実際、パー トタイム労働者への移行に関する分析

に関しては、著者は部分的退職の定義づけの難 しさなどの問題などによって、

適切な結果が得 られていないと述べている。尚、強制退職制度 と、労働態度の

選択との関連については、Gordon and Blindeく 1980)は、異なった見解を示 してお

り、Gordon and Blinde(1980)流で解釈すると、パー トタイム労働者への移行がか

えつて減少することも、一部説明がつくであろう。そのことは後で述べること

にする。

これらの研究が公的年金制度が高齢者の労働供給を減少させる効果を大き

くもつと主張 しているのに対し、これとは全く反対のことを述べている研究 も

存在する。Blinder,Gordon and Wise(1980mに よつてなされた考察は、その典型的

なものである。 ここでは公的年金制度が人々に正しく理解されたならば労働者

は 62歳 (受給開始を望むならばそれが行われる年齢。ただし、受給額は減額さ

れる)か ら65歳の間に退職することは殆どありえないし、又、65歳時点でも退

職の可能性が薄くなると主張している。

通常の主張、つまり、労働者は公的年金の受給によって退職を早めると述べ

ている根拠は、(1)所得テストの存在と、(幼通常の受給が開始される年齢 (ア メ

リカでは 65歳)よ りも受給開始年齢を遅らせることは、可能であるが、そうす

ることによって得られる受給額の増加が年金数理的に公正 (actuaridly fairyな水

準に比べて小さいので、65歳よりも、受給開始年齢を遅らせることは不利であ

る、というものであった。

Blinder,Gordon and Wise(1980)は、これらの議論は、年金の給付額の算定方式

を無視していると主張した。ある個人が得る年金受給額は、大雑把に言えば、

その者が過去に得た勤労所得の平均額に依存して決定される。一般に労働者の

所得プロファイルは、後になるにしたがって、上昇することを考えたなら、働

き続けることによって給付額の算定基礎が上昇する。この効果によって、労働
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者は、働き続けることを選ぶであろうというのが、主張の内容である。

例えば、1975年 に 65歳を迎え、その後 80歳まで生存する既婚男性について

試算をしてみると所得平均が 1ドル増えることによって生涯に受け取ることの

できる給付額の現在価値が 54セ ント上昇すると述べている。

この効果によって、今まで主張されていた所得テス トなどによってもたらさ

れる労働供給に対する負のインセンティプを打ち消すほどのプラスのインセ ン

ティブがもたらされ、また、この効果を享受できる労働者は全体のうち約半数

にも及ぶという結果を示 している。にもかかわ らず、早期退職が観察されるの

は、個人が年金制度の構造に対 して、単に無知であるからだと主張した。

Blinder,Gordon and Wisく1980)が行ったこの計算結果は、実は非常に低い利子

率 (1%の市場利子率)を前提としている。これによって、将来の年金給付の現

在価値が非常に大きくなっている点に注意することが必要である。これに対 し

ては、公的年金の受給額はインデックス化され、かつ、非課税であることより、

実質の税引き後 の利子率を用いて評価すべきである点及び、人々が十分に資産

をもっているならば低い市場利子率にアクセスすることを根拠に、低い利子率

を用いることを正当化している。 しかしこれについては批判的な見解が存在す

る。 (これに関しては後述する。)

理論的には、個人の退職に関する留保賃金と市場賃金とを比較することによ

つて、退職の意思決定がなされると考えられる。Gordon and Blinde<1980oは、留

保賃金と市場賃金の関する推定式を、それぞれ求めることによって、個人の退

職行動を説明した。市場賃金を説明するものとして、勤務年数や企業年金 (私

的年金)の存在等を挙げている。個人の留保賃金を説明するものとして、個人

の資産保有残高、年金給付 (私的年金、公的年金)、 年齢等、労働に対する選

好を考えている。例えば、年齢が高くなるにつれて、個人の留保賃金が高くな

るといった結果が得られた。強制退職後に、高齢労働者が労働市場にとどまる

か否かについては、転職を行い、賃金が大幅に低下する一方で、高齢者の留保

賃金が上昇することから、パー トタイム労働者として働き続けるよりも、む し
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ろ完全に退職が行われるであろうと主張した。 これは、先の Boskin and Hurd

(1978)で示した、強制退職制度が労働供給に与える影響とは、むしろ反対の主張

であるといえる。

また、Gordon and Blhde(1980)は、公的年金制度は人々の退職への意思決定に

対 して影響をもたないこと、そ して、年齢の効果、即ち、留保賃金が年齢と共

に上昇すると私的年金とが退職行動に大きく影響していることを示した。私的

年金と公的年金 とで退職行動への影響が全 く異なる原因を探ってみよう。

Gordon and Blinde<1980)は 、公的年金が BHnder,Gordon and Wisc(1980)で 示した

ように退職を遅 らせることでかえって給付額を増やせるのに対 し、私的年金は

強制退職以前の退職による私的年金の給付は年金数理的にみて有利である一方

で、逆は不利になるように強制退職制度とリンクしていることを原因としてい

る。                    ・

この研究には、しかし、次の問題点を指摘できる。市場賃金に影響を与える

ものとして、Gordon and Blinde<1980)で は、私的年金は、市場賃金にマイナスの

影響をするとの推定結果を得ていることには、問題はない。しかし、公的年金

の存在が、 (年金保険料があるにもかかわらず)市場賃金に影響を及ぼさない

ことを、 (推定結果から述べるのではなく)仮定して議論している。このこと

が、上述の結論 に関係するのは、明白である。公的年金の存在が、市場賃金に

影響を及ぼさないという仮定が適切か否かで、この結論を支持することが可能

か否かが左右される。Gordon and Blinde<1980)では、先の Blinder,Gordon and

WiSe(1980)の研究によって、この仮定が正当化 しうると主張 している。

Blinder,Gordon and Wise(1980)が 主張 した結果は、利子率が非常に低いといつ

た仮定に依存しているが、これに対 して、Hurd and Boskin(1984)や Kahn(1988)

が批判している。Hurd and Boskin(1984・ lは労働者の年齢と退職率との間には 62

歳と 65歳の 2ヶ 所にビークが存在するような複峰形の関係が存在することを示

した。また、61歳の時点で持ち家と公的年金の受給額を除くと全く資産を保有

していない者が 9%、 保有しているが 30∞ ドル未満の資産 しか保有していない
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者が 22%に も達することを指摘した。従って、借り入れ制約に直面している人々

は多いと考えられ、これらの人々は公的年金の受給額にはあまり反応すること

なく退職を行うであろうと述べている。

また、Kahn(1988)は資産量が少ない労働者が 62歳で退職する傾向にあるのに

対 して資産量の多いものが 65歳で退職する傾向にあることを示した。この理由

として資産量の少ないものは流動性制約を受けているため、よ り高い借り入れ

金利に直面 していることを挙げている。これが早期退職を引き起こす根拠であ

ると考えられる。即ち、低い利子率に直面しうる者は、将来の収入に対する割

引率が低いので、退職後に得る年金受給額をさほど割り引かない一方、高い利

子率に直面しているものは、退職後に得る年金受給額に対する割 り引き率が非

常に大きく、早期に受給を開始する方が有利になることを示している。

ところで、高齢者の退職を促す原因として議論されるものとして公的年金制

度のほかには健康状態がよく挙げられる。Quinn(りη)は高齢者が退職する原因

として主要なものに、高齢者の健康状態の悪化 と公的年金制度の拡充といった

二つの要因を指摘 している。 しか し Boskin and Hurd(1978)や Gordon alld

Blinde<1980)は個人の健康状態は戦後に改善されてきているにも拘わらず、その

時期に高齢者の労働参加率が低下しているといった事実は、個人の健康状態が

労働供給 に影響す るといった認識 に対 して疑 間である と した。実 際 に

Longitudind Redrement HisЮry SuⅣ eyなどの調査の過程においては、健康状態に

ついての項目も存在するが質問が「あなたは労働供給を続けることに健康上の

問題を感じるか」という形でなされている。 Boskin and Hurd(1978)や Gordon

and Blinder(1980)を はじめとした様々な研究の中で行われた推定では、健康状

態の悪化が退職行動に対 してプラスに働いていたにもかかわらず、人々は単に

退職の理由を健康状態と答えておけば体裁が悪 くないと考えている結果である

として、この結果に対する解釈は控えていた。実際、健康状態は私的情報であ

ると考えられるのでこのような可能性は十分にありえる。

このことを踏まえて BazzoH(1985)は健康状態に関する指標を新たに作成 して
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そのもとで退職に及ぼす影響を考察した。その結果、人々の健康状態と退職と

の関係はあまりみられず、公的年金制度における退職への影響が主な要因であ

ると結論づけた。しかし、この分析ではダミー変数である健康状態と金額を単

位とする年金受給額とに関する係数を (この二つの変数の単位は全く異なって

いるにもかかわらず)単純に比較した結果導き出されたものであり、その妥当

性は疑われる。

4-2 理論研究の整理

このカテゴリーに属する研究 を、本節と次節とに分けて紹介するのは、実は

あまり得策ではない。と言うのも、公的年金が労働供給と貯蓄に与える影響は、

しばしば同一のモデルから説明されるからである。しかしながら、理論研究に

関して、本節と次節を統合することにも、問題がある。何故なら、年金が貯蓄

行動に与える影響のみを扱ったものも、存在するからである8こ こでは、とり

あえず、論点を退職行動と貯蓄とに分離して説明する。

Kami and Zilcha(1989)が 行った分析をベースとして、公的年金が、労働供給に

与える影響を考察してみよう。Kami and Zilcha(1989)に よる研究は、積立方式の

年金を前提としており、上述の (1)で基本的に考察した、賦課方式の場合と

は、多少異なる。しかし、年金制度が労働の相対価格に歪みをもたらし、その

結果、労働供給を歪ませるといった、定性的な方向には、差異はない。第 2期

目の生存に関して不確実性が存在する個人で構成されている、世代重複モデル

を考える。生存確率をpと し、個人は若年期に、L単位の労働供給を行うとする。

個人の効用関数は次で特定化する。

ul(Clt,1-Lt)+Eu2(c2t+1)=10g clt+α log(1-Lt)十 P° 10gc2t+1

予算線は以下で表される。
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Clt=(1-→ WtLt― zt

C2t+1=(1+qt+1)zt+Bt+1

経済には、競争的に、公正な年金を提供する保険会社がいるとし、個人の保

険購入量をztと表す。保険会社は、保険料収入を資本投資することで、運用す

る。資本収益率をrt+1で表すと、年金の収益率qt+1は、(1+qt+1)=(1+■ +1)/Pで表

される。

また、政府は公正な積立方式によって年金を提供する。保険会社と異なる点

は、保険料が労働所得に対して、税率τで強制的に徴収される点である。年金給

付額をBt+1で表す。このとき、政府の予算式は次で表される。

Bt+1=τwtLt(1+qt+1)

財は競争的な企業によって、生産される。生産関数は、収穫一定の技術によ

って表され、それをF(Lt,Kt)とする。wt、 rtはそれぞれ労働、資本の限界生産

力に等しい。

個人の最適行動は、上に掲げた予算線に加えて、次の 2つで示される。

C2t+1=(1+rt+1)clt

αClt=(1~Ltxl― ■)Wt

これらを解くことで、労働供給関数を得る。

中 ―Kl― A、子守旨・議  は=畿dであの
政府予算も満たす場合も考慮すると、労働供給量は次で表される。

L=ぃ o一 A)∴戸A
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このことより、年金の拡充 (τ の増加)に ともなって、Ltが減少することが分か

る。Ltが外生的なパラメーターによってのみ、表されているのは、効用関数を

log型で特定化していることによる。効用関数を、よリー般化することで、異な

った結果が生じることがあることを Hu(1979)が示している。Hu(1979)は 、賦課

方式の年金制度のもとで、労働の賃金弾力性の値等が、ある一定の条件を満た

したときには、労働供給が、τの増加に伴つて、長期的には増える可能性がある

ことを示している。この結果は、年金が、賦課方式か、積立方式かには依存 じ

ない。むしろ、効用関数や生産関数の形状に関する仮定に依存する。

また、Chiu(1992)は、民間の年金市場と公的年金とが共に同一の年金数理的な

不公正さをもつ、即ち同一の運用コス トがかかることを仮定すると、主張を変

更しても Kami and Zilcha(1989)の 結果が成立することを示した。

ShesЫnski(1"8)は、賃金率や利子率を一定とした部分均衡分析のもとで、均

衡での退職時期 と貯蓄量について分析している。部分均衡分析のもとでは、安

定な均衡では、置き換え比率 (年金給付額と年間賃金所得との比率)の上昇が、

必ず労働供給を引き下げることを示した。 (貯蓄に関する記述は節を改める)

5 資源配分に対する影響 (貯蓄について)

5-1 賦課方式の年金のもとでの議論

この分野に関する研究として、まず、Feldttein(1"4)が行った主張を考察して

みよう。この論文では、ライフサイクルモデルを用いて、賦課方式の年金が、

民間経済主体の貯蓄行動に与える影響について論じている。

公的年金が民間貯蓄、ひいては資本蓄積に与える影響として、個人の退職後

の消費のために行っていた貯蓄を、年金が代替する効果を、まず考えることが

できる。労働供給が、もし変化しなければ、この効果のみが把握されることに

なる。しかし、年金制度によって退職が早められ、賃金所得を得ていない期間
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が増加することために、若年期に多くの貯蓄を行う必要がある。理論的にはこ

の相反する効果のため、貯蓄量が増えるか減るかは一概には言えない、と主張

した上で、実証研究を行っている。なお、公的年金の貯蓄に与える影響が、理

論的にこの 2つの効果に分離できることは、第 4章でも取り扱う。

実証研究 Feldstein(1974)が 明らかにしたことは、結果として、民間貯蓄は当時

の年金制度のもとでは 30%か ら50%も落ち込むことを示している。退職後の消

費のための資金が個人貯蓄から賦課方式の年金に代替するといった効果は、投

資額の減少を通 じて一国の資本蓄積を大幅に遅 らせることとなり、結果として、

国民所得に対してマイナスの影響が生じると結論づけている。 (但 しこの結果

はかなり誇張されている不正確なものだという指摘が Leimer and Lsnoy(1982)

によってなされている。より適切な仮定のもとで計算したならば公的年金制度

と民間貯蓄に対 して与えるインパクトはよリマイル ドなものになることを主張

している。)

Kodikoff(1979a)は、Fddstein(1"4)が 主張するような、38%に も及ぶ民間資本

の減少を、労働供給量を内生化 したライフサイクルモデルから導くことができ

るか否かを検証 した。今、次のような設定を考える。

m欲滞(り℃
―メ&

鈍畔t・ e

ここで、Dは寿命の長さ (所与)、 Rは退職年齢 (選択変数)、 ρは主観的な割

り引き率である。この設定のもとで、Kodikoff(1979a)は 、Feldstein(1974)の 主張

した年金が貯蓄に与える影響を、次のように細分した。

(1)公的年金から得られる収益率 (これは人口成長率と賃金上昇率との和とし

て提えられる)と市場利子率とが等しく、個人の立場からは公的年金と貯蓄 と

が完全に代替される効果 (これを置き換え効果と名付けている)。 (2)公的年金

の収益率と市場利子率が異なっている時に発生する効果。このとき、公的年金

―口&=慮1-→L・ e~鮨t+fBt.e―・&
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の導入によって、個人の生涯の資産量が公的年金が不在のときに比べて変化す

る。これによって個人の行う貯蓄量が変化する (これは収益率効果と呼ばれて

いる)。 (3)公的年金制度によって、個人の退職年齢が早められることに伴って、

貯蓄が変化する効果 (これは退職効果と呼ばれている)。

公的年金の収益率と市場利子率とが等 しいと仮定することで、上述の第二の

効果 (収益率効果)を無視して長期均衡における資本蓄積の効果をシミュレー

ション分析した。その際、上記のモデルの生産要素価格や個人の労働供給量を

外生的に与えた部分均衡分析の枠組み、及び、それらの値が、モデルの中で決

定される一般均衡分析の枠組みの両方のケースを検証した。この 2つのアプロ

ーチによって結果が変化するのであろうか。

部分均衡分析の枠組みを前提 とすると、公的年金制度の存在によって、民間

資本が 40%前後減少するという結果を得た。Feldstein(1"4)が主張した効果とこ

の結果は、整合的であるといえる。

しかし生産要素価格や個人の労働供給量が内生的に決定される一般均衡分析

のもとでは、民間資本の減少は 20%前後にまで低下することが示された。値が

低下する理由としては、第一に退職効果による民間貯蓄の増加がある。 Feldstein

(1"4)は、この効果はとるに足らないと主張することとは、対照的な主張を行っ

た。第二には資本蓄積の減少にともなって市場利子率が上昇することを考慮す

ることで、部分均衡分析の場合に比べて、民間貯蓄が減少する効果が小さくな

つていることが考えられる。

また公的年金の収益率と市場利子率の値とを異なったものにして収益率効果

の影響の大きさを分析した結果、この効果の貯蓄に対する影響力が大きいこと

も指摘 している。

退職効果を重視する他の研究として、Sheshinski(1978)が存在する。上記のモ

デルのもとで、個人の生涯貯蓄量が年金の拡充によってどのように変化するか

を検討し、結果 として、貯蓄量の変化は一概には言えないことを示した。利子

率や賃金率を外生的に与えた部分均衡の枠組みで、貯蓄量の変化をシミュレー
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ション分析 した。その結果、個人の寿命の期間 (D)を様々に変化させたところ、

寿命の期間を長くとると、退職効果が強くなることを示した。

このように、シミュレーション分析では、退職効果は、比較的重要視される

が、実証分析のもとでは、どのように評価されるであろうか。

上記のモデルの設定のもとで、公的年金制度が家計の貯蓄量に与える影響を

ミクロデータを用いて実証的に分析したものに Kodikoff(1979b)が 存在する。理

論的な枠組みは Kodiko∬ (1979a)と 同一である。理論的には置き換え効果によっ

て貯蓄と公的年金とは完全代替的であること、公的年金の収益率が市場利子率

を上回つており、正の収益率効果が得られているときには、貯蓄が低下するこ

と、及び退職効果によって貯蓄が増加することが予測される。実際に推定をし

たところ、置き換え効果については、サンプルを公的年金制度に加入している

者のみに限定するならば、予測と整合的である。しかし、予測に反して、正の

収益率効果が得られているときには、貯蓄がむしろ増加するという結果が得ら

れた。これは家計が公的年金によってどの程度の収益を得られるかを的確に把

握することが、非常に困難であるという事実が原因であると考えられる。

退職効果に関しては、符号は予測と整合的であるが、1年退職を早めることに

よって増加する貯蓄の推定量は、わずか 4盤 ドルに過ぎない。数値が小さい理

由としては、回答者の平均年齢が51.1歳 と若く、貯蓄を行う期間が、退職まで

に十分に残されていることなども挙げられよう。しかしながら、退職によって

貯蓄が増加する効果は、基本的には置き換え効果等に比べると小さいと考えら

れる。

遺産動機を組み込んだモデルを前提にした時には、公的年金が貯蓄に与える

影響について異なる主張がなされることを、BaΠO(1"4)が示した。2-2で示し

た Barro(1"4)に よる設定のもとでは、遺産額及び、貯蓄額がそれぞれ

b。 =b。 +a。 、sO=s。 ―aOとなることが得られる。a。 は賦課方式の年金額であ

るから、資本形成には向かわれず、b+sの値が資本蓄積量となる。このもとでは、

b了 +sふ
*=bふ
+sきが成立することが、容易に確かめられる。 Feldstdn(1"4)が主
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張 した、個人の退職後の消費のために行っていた貯蓄は、年金が代替する効果

sy=s8-a。 は、年金によって変化する遺産額によって、完全に相殺されること

になる。

遺産動機を前提にしても、生命に不確実性を考慮した Sheshinstt and Weiss

(1981)は BarrO(1"4)とは異なる主張を展開する。Sheshinski and Weiss(1981)の モ

デルも2-2に 示した通りであるが、収益率の面からも年金と私的貯蓄とは完

全代替ではない。年金は、自らの老年期の消費のために購入され、私的貯蓄は、

遺産のためになされる。このとき、遺産動機が存在 してもBarrO(1974)と は異な

り、公的年金制度を最適な水準から乖離して、年金給付を拡充することが経済

に影響を及ぼしうることは想像するに難くないであろう。実際、年金額の増額

(若年層の私的貯蓄の減少分)と遺産額の増加 (老年層の私的貯蓄を上昇させ

る)とが相殺されず、後者のほうが小さいので私的貯蓄が減少する。年金が賦

課方式でなされるときには、これによって、資本蓄積が阻害されることになる。

5-2 積立方式の年金のもとでの議論

今までは、賦課方式の公的年金を前提としていたが、ここでは、第 3節で検

討したタイプの年金、即ち、年金が公正な積立方式で運営されるときの貯蓄ヘ

の効果を考えてみよう。次に示すような単純な設定のもとでは、賦課方式に基

づく公的年金の効果はゼロとなる。個人の効用最大化問題が、次のように与え

られているとする。

maX u(Clt)+卜 (斃 t+1)

s.t.  cit+st+at=wt

C2t+1=(1+rt+lxst+at)

ここで、stは私的貯蓄、atは積立方式による公的年金の保険料を表わす。企業は、

資本と労働に関する収穫一定の生産技術を保有するとする。よって、 rt=fて kt)、
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Wt=f(kt)― ktf′(kt)が成立する。また、st+at=(1+n)ktが市場均衡条件である。

このように、通常の Diamond(1965)の モデルに、積立方式の年金を導入した場

合、 (乳 に関して、内点最適が成立する限りは)stと atとは完全代替であること

が確かめられる。この設定に様々な変更を加えたときに、結論がどのように変

わるであろうか。

まず、私的年金市場が存在していない経済で、公的年金が導入された時の議

論については、第 3節で行った。その視点から公的年金の貯蓄への効果を考え

よう。これに関するモデルは、既に第 3節で示 しているので、ここでは、再述

することは避ける。

Abel(1985)は 、生命の不確実性に対する保険市場が存在していないときには、

人々はこれに備えて予備的な貯蓄を行うが (使いきることなく死亡したときに

はこれが意図せ ぎる遺産となる)、 公的年金の導入によって予備的動機に基づ

く貯蓄を減らす ことが出来ることで、個人の消費可能性が増加する。そして、

このことによって貯蓄率が低下することを主張 した。一方、Hubbard and

Judd(1987)は借 り入れ制約がある経済を分析し、そのもとでは、 (若年期の可処

分所得が公的年金によって減少することが、更に、借 り入れ制約に直面する人

の増加にもつながり)貯蓄率の低下は緩和されることになる。尚、効用に対す

る影響は前述の通りである。図 2か ら、年金導入前には、FEのいずれかで消費

していた個人の貯蓄は、年金導入後に増カロすることを読み取ることができる。

次に年金保険料の徴収が、上述のモデルのように、一括方式でとられるので

はなく、賃金に対して一定比率で徴収される場合を考えよう。 もし、労働供給

が非弾力的になされるなら、この 2つの徴収方法は、同値であることは自明で

ある。そこで、ここでは労働供給が弾力的に変化する場合を扱う。第 4節 (2)

の中で扱つた、Kami and Zncha(1989)の 設定を、再度用いることにしよう。

Kami and Zilcha(1989)の モデルの財市場均衡条件は、年金が積立方式であるこ

とを考えると、次で表される。
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cit+p・ c2t+Zt+τWtLt=Kt+F(Lt,Kt)

今、人口数は、各世代で一定で、それを 1と しよう。第 t期 に存在する、老年世

代の消費c2tは Cヽ2t=(1+■ )Ktで表される。第 t期の資本 Kt=zt_1+τ Wt-lL← 1の

量は、第 t期には所与である。資本市場均衡条件のK好 1=為 十WtLt、 消費者が

老年期に直面する予算線ca+1=(1+qt+1)Kt+1、 及び、消費者の効用最大化条件

のc2t+1=(1+rt+1)cltを 用いると、上述の財市場均衡条件は、次のようになる。

。+評4=Ц味印―rtKt=砲ぃ)L

ここで、生産関数に関して、一
L・ FLLが

1ょ りも大きいか否かで、結論が異なる

ことが分かる。
∂FL(Lt,Kt)・ Lt=∂ FL(Lt,Kt)。 Lt.∂ Lt

∂Lt     ∂τ
、及 び、

11)く
0(第 4節

参 Ю よ り 、 も し 、 一
1母
上 <1な ら ば

や
く o、 一

L・ FLL>1な
らば
争
>oが

成立する。

Hu(1979)は賦課方式の年金を想定して、貯蓄の効果を調べている。その結果、

効用関数や生産関数が、ある一定の弾力性に関する条件を満た したときには、

年金の拡充によって、資本蓄積が、かえって増加する可能性があることを示 し

た。これは、先に述べた (1)での議論とは、対照的な結果である。基本的に

は、今と同様のフレームワークの中で議論しうる。しかし、賦課方式の年金の

場合は、年金保険料は資本蓄積に向かわないので、この場合、Kt+1=■ +WtLt

ではなく、Kt+1=孔 となるなど、上述の議論を修正して考える必要があるが、

ここでは結果だけを述べるにとどめることにする。

6  縦ζ́bり に

37



本稿では公的年金が経済に与えている影響に関して、特に「効率性」と関連

するものについて 4つのカテゴリー、 (1)世 代間における所得移転としての

役割、 (2)世代内におけるリスクシェアリングとしての役割、 (3)労働供

給対する影響、 (4)貯蓄に対する影響に分類 した上で議論 した。第 2章以降

と第 1章との関連性について、ここで簡単に示 しておく。従来は (1)か ら (4)

の論点は別個に取 り扱われていたことが多かったが、第 2章では、 (1)か ら

(3)にかけて、統一的な視点から公的年金制度を分析する理論的枠組みを提

示する。実は、第 2章で得られた結論が、第 1章で各節をこのように分類 した

根拠となっている。

また、公的年金制度が経済の労働供給に与える影響については、数多くの実

証研究が存在する一方、この分野に関する理論研究の蓄積はあまり存在しない

ことが明らかになった。また、実証研究が依拠 している理論的背景は、非常に

不十分であることも示した。このことを踏まえて、第 3章、第 4章では公的年

金制度の労働供給に対する影響を、理論的に考察する。第 3章では年金制度の

もとでの高齢者による労働供給が社会的に最適な資源配分のもとでの労働供給

に比べて過少となっているかどうかを考察する。そして、この視点から、公的

年金制度のもとでの労働供給を評価する。尚、第 3章では、貯蓄について考察

していないが、 これに関する考察は第 4章で行 う。そこでは、公的年金と私的

貯蓄の収益性の関係と (3)(4)の 問題との関連性について論 じる。
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(図 3)

点線 公的年金導入前予算線

実線 公的年金導入直後予算線

点線 公的年金導入後定常状態

(n=rの 時 )

年金導入前 ODEが予算集合

金導入後 OABCが予算集合
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(図 4)

(図 5)

(図 6)c
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第 2章 公的年金制度が経済厚生に与える影響に関する考察

(健康状態に対するリスクが存在する下での分析 )

要約

本稿では所得テスト (eaming test)制度をもつ賦課方式の公的年金制度が社会

厚生に与える影響を、高齢者の労働供給を内生化した世代重複モデルを用いて

考察する。実証的な見地からは、高齢者が労働供給に関する意思決定を行う際

には、公的年金の他に、老年期に労働者が直面している健康状態が重要な要因

であると指摘されている。このことを踏まえて老年期の健康状態も明示的に取

り扱う。本稿では、公的年金制度が社会厚生に与える影響は「世代間所得移転

効果」「世代内所得移転 (リ スクシェアリング)効果」「本目対価格が歪むこと

から生じる効果」「健康状態が私的情報であることから生じる非効率性の効果」

の4つの効果の単純合計として解釈できることを示す。また、「世代内所得移

転 (リ スクシェアリング)効果」が、「相対価格が歪むことから生じる効果」

「健康状態が私的情報であることから生じる非効率性の効果」の合計よりも大

きいような場合には、公的年金の拡充が、社会厚生を改善することも示す。

イントロダクション

アメリカや日本を始めとした今日の多くの先進諸国では、若年人口に対する

高齢者人口の割合が増加するといった、いわゆる高齢化社会への移行を経験し

ている。それに伴つて、高齢者に対する諸政策に関する議論も活発化している。

そのうち無視できない問題の 1つとして、公的年金制度に関する問題を挙げる

ことができよう。実際、公的年金制度にかかわる現在に至るまでの研究の蓄積

は数多くなされてきた。しかし、この分野でなされてきた理論的研究の多くは、
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公的年金の受給を一括的 (lump―sum)な所得の移転 として取 り扱つている。確

かにそのようなアプローチをとることによって、公的年金制度のもつ世代間に

おける所得移転の効果を浮き彫りにさせる議論が可能となる。このような視点

に基づいた議論は Samuelson(1958)に 端をなしており、そこでは賦課方式によ

る公的年金制度は貨幣と同等の役割をもつと主張されている
1。

しかしながら、日本やアメリカのような公的年金制度は年金受給が上述の研

究の様に一括的にはなされていない。ある一定額を超える所得を得ている個人

に対 して年金の給付額が減額するといった、いわゆる所得テス トと呼ばれる制

度を公的年金制度は内包している
2。

実証研究の立場からは、この所得テス トに

対する関心は高く、高齢者の労働供給の意思決定には、これが大きなインパク

トをもつことが主張されている。本稿での目的は、所得テス トの機能を内包し

たような公的年金制度を考えた上で、これの導入または規模の拡充が、経済の

資源配分の効率性、ひいては社会厚生に対していかなる影響を与えるかという

ことを論 じることである。所得テス トとは、退職後の高齢者に対してある額の

所得を保証する一方で、働き続けることに対 して暗黙に課税するといった機能

をもつと考えられる。これを反映するものとして、本稿では年金給付額が高齢

者が選ぶ退職の期間に対して比例的になされるというタイプの年金制度を考え

ることにする。このような年金制度を本稿では便宜上、 「比例年金制度」と名

付けることにする。

また、高齢者の退職行動に対 して重要となる他の要因として、しばしば健康

状態について言及される。Quim(1977)は高齢者による健康状態は退職の意思

決定に対して非常に大きな影響をもつと結論づけている。Bazzoli(1985)に おい

l 
これに対して例えばKam andZlch(1986)で は、公的年金が年金数理的に公正 (actum」lyhr)

である一方で、私的年金がその様ではないとき、一括給付による公的年金が資源配分の効率性を

改善する可能性があることを示している。

2実
際の所得テストのありかたは国によって異なる。例えば日本の場合にはYamda(1990)に

指摘されているように、勤労所得に対して行われる減額措置は一括的な性格をもっている。他方、

アメリカの場合では勤労所得に対して行われる減額措置はスムーズであるといえる。



ては、退職行動に対して大きく影響するのは健康状態よりもむしろ年金の給付

であると、 Quinn(1977)と は異なった見方を提示しているが、それでも、健康

状態が退職行動に与える影響を全く否定しているわけではない。従来の議論で

は、高齢者の退職行動に影響するのは健康状態か公的年金かというようになさ

れてきた。 しかし公的年金制度が健康状態のために労働供給が困難になった高

齢者に対して所得を補助するというように、この制度は高齢者の健康状態の不

確実性に対 して保険を提供しているとも捉えることができる。

このような立場から分析を行うべく、本稿では高齢者が健康状態に関する不

確実性に直面していることを明示的に取り扱うことにする。このもとでは公的

年金制度はいわば保険としての役割を果たしうることにもなる。しかし、ここ

で注意すべきことは、健康状態そのものは客観的に観察されない、いわゆる私

的情報であるということである。

結局、本稿で行う考察とは、健康状態に対する不確実性が存在するような世

界で、給付額が退職の期間に対 して比例的になされるような公的年金制度 (比

例年金制度)が経済厚生に与える影響を分析することである。ここから得 られ

た結論は、公的年金制度のもつ役割は、「世代間所得移転効果」「世代内所得

移転 (リ スクシェアリング)効果」「相対価格が歪むことから生じる効果」「健

康状態が私的情報であることから生じる非効率性の効果」の 4つの効果の単純

合計として解釈できることを導く。

このうち「世代間所得移転効果」に関しては、Samuelson(19郷 )でも述べら

れているように貨幣と同一の効果であることを示す。すなわち、もし経済で貨

幣が正の価値で取り引きされるといった、いわゆる貨幣均衡 (即ち、自発的に

世代間の取 り引きが市場で行われている場合)の状況であるならば、公的年金

制度によるこの効果は 0となる。一方、経済における貨幣価値が 0である、い

わゆる非貨幣均衡 (即ち、自発的に世代間の取 り引きが市場で行われていない
‐

場合)の もとでは、この効果は負となることを示す。

「世代内所得移転 (リ スクシェアリング)効果」とは、公的年金制度が、高
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齢時に個人が直面する健康 リスクに対して、保険を提供する効果のことである。

この効果は経済厚生に対して正の影響を与えることが示される。もしも個人が

直面している健康状態を客観的に正 しく把握することが可能なら、健康状態そ

のものに依存した保険契約を提供することによって社会厚生は最大化されるで

あろう。しかし、健康状態は一般的には私的情報であると考えられる。この場

合には健康状態そのものに依存 した保険契約はモラルハザー ドの問題を含むこ

とになる。このため、健康状態に関するリスクに対して、保険を提供しようと

するならば、健康状態を表すシグナルとして、客観的に観察可能なものが必要

となる。個人によって選ばれる退職の期間は健康状態を表わす一種のシグナル

であると考えられる。したがって、この比例年金制度が不確実性に対する保険

としての機能を持ちうることになる。しかし他方で、健康状態に対 して直接に

保険契約を結ぶことができないことによって生じる非効率性も同時に発生する

ことになるであろう。この点に関しては、「健康状態が私的情報であることか

ら生じる非効率性の効果」として把握されることになる。

ここで考察する比例年金制度は高齢者の退職行動 (高齢者の余暇、即ち退職)

に対して本質的に、価格補助を行っていると解することができる。その結果、

経済における財と余暇とのあいだの相対価格が歪められることになる。そのこ

とからもたらされる経済厚生に対する負の効果を、「相対価格が歪むことから

生 じる効果」として拾い上げる。これに関して Boskin(1977)においては、所得

テス トによって労働供給に対する課税の結果として死重的損失が発生すること

になると述べるにとどまっているが、本稿ではそれを厳密な形で提示すること

にする。

本稿の分析における興味深い点は、この年金制度の経済厚生に対するインパ

ク トは、以上に示した 4つの要因の単純合計として示されるという点である。

このことを通じて、経済における公的年金制度もたらす効果を、明確に認識す

ることが可能となろう。

この 4つの効果をきれいに取り出すことを目的として、比例年金制度の他に

46



2種類の年金制度を考えることにする。一つは、年金の給付額を健康状態の善

し悪しにかかわらず、また、高齢者の退職の期間にも依存させずに一括的に行

うような年金制度 (本稿ではこれを便宜上、一括年金制度と呼ぶことにする。)

であり、もう一つは、年金の給付額を健康状態の善し悪 しそのものに応じて区

別するような制度 (本稿ではこれを便宜上、保険年金制度 と呼ぶ。)である。

前者の年金制度は「世代間所得移転効果」を、後者の年金制度は「世代内所得

移転 (リ スクシェアリング)効果」に関する特徴づけの際に重要な役害1を果た

す。

このような考察をもとにして、これらの公的年金制度の社会厚生の水準に与

える優劣を比較することができる。例えば貨幣均衡の状態で「世代間所得移転

効果」が 0であるような場合には、一括年金制度の場合には経済厚生を改善す

ることができないのに対し、比例年金制度は 「世代内所得移転 (リ スクシェア

リング)効果」が 「相対価格が歪むことから生じる効果」 「健康状態が私的情

報であることから生じる非効率性の効果」の合計よりも大きいような場合には

これの拡充によって社会厚生が改善されることを示す。実際、年金制度の導入

時においては「世代内所得移転 (リ スクシェアリング)効果」が「相対価格が

歪むことから生じる効果」「健康状態が私的情報であることから生じる非効率

性の効果」の合計よりも大きくなることが示される。これは、所得テス トの制

度をもった比例年金制度のほうが、一括年金制度に比べて社会厚生を高めると

いうことを示唆する。

本稿の構成は次のようになっている。第 2節において、モデルの基本的な枠

組みを提示する。第 3節では社会的に最適な資源配分に関する記述を行う。こ

れは、年金制度がこの最適な資源配分を、達成することが可能か否かを考察す

るときのベンチマークとして用いられる。また、このような資源配分の存在証

明も行う。第 4節では比例年金制度、及び補助的な位置付けの一括年金制度、

保険年金制度に関する記述、及びそれらの制度のもとでの均衡資源配分の存在

について示す。第 5節では、これらの年金制度の経済厚生に与える要因につい
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て、比例年金制度を中心として、厳密な形で考察及び解釈を行う。続く第 6節

では、これらの年金制度が社会厚生の水準に対して与える優劣に関して論じる。

そして最後の第 7節において結論を述べる。

2 モデル

2期間生存する個人から構成される世代重複モデルをここでは考える。各世

代の人口数は同一であるとし、それは[0,1]の 連続体で表わされるとする。個人

の寿命の長さには不確実性はなく、全ての個人が 2期間にわたって生存するが、

高齢期 (2期間の寿命のうちの第 2期目)に個人が直面する健康状態に関する

不確実性が存在する。ここでは起こりうる健康状態は「良い」、「悪い」の2

種類であるとし、それぞれE及びLで表わすことにする。F及びLは健康状態を

表わすバラメータであり、ここではI>L>0で ぁるとする。また、各々が生じる

確率はρ及び、(1-p)で あるとする。個人レベルにおいてはこのような不確実性

が存在するが、経済全体には不確実性はないものと仮定する。即ち、どの期の

高齢者についても、健康状態が良いものと悪いものとの割合はρ及び、(1-p)で

ある。本稿では分析を定常状態に限って行う。

各個人は若年期には非弾力的に労働供給を行うが、老年期には労働と余暇 (本

稿ではこれを退職とみなす)との選択を行うものとする。各個人の直面してい

る効用関数はu(cl)+E[β・u(C2)+V(h・ イ】であるとする。ここでclは若年期におけ

る消費、c2は老年期の消費、ιは老年期に行う余暇消費、即ち退職の期間を表わ

す。hは健康状態を示すが、上記の効用関数は個人の余暇から得られる効用は、

実際の余暇需要′に健康状態 hを掛け合わせた、いわば健康タームで計った効率

的余暇消費によって決定されると仮定されている。これは、議論を単純にする

ための仮定である
3。

βは老年期の消費の現在価値への割引率である。また、効

3実
際の所、効用関数を健康状態と余暇の消費とを分離して記述しても、本質的な結果は変化し

ない。但し、分析は複雑になる。



用関数の性質に関する諸仮定を以下で記述する。 ■:"+→ 飢は連続かつ内点で

2回連続微分可能である。uは強い凹関数であるとする。さらに lim u′ (c)=∞ 及
C→0

び limピ (c)=oが成立するとする。v:飢+→ 境に関しても連続かつ内点で 2回
C―∞

連続微分可能であり、また、強い凹関数であるとする。更に、 Hm vて hイ)=∞ 及
ι― o

び、∂
2v(hィ
)/∂ h∂イく0であるとする。最後に記した仮定は余暇の限界効用の大き

さは健康状態の悪いものほど大きいことを示 している。後述のように、これは

健康状態の悪い個人の方が健康状態の良い個人に比べて退職の期間が長くなる

ことを意味する。この事実は Quinn(1977)、 GordOn and Blinder(1980)、 Bazzoli

(1985)を始めとした様々な実証結果によっても支持されている。この仮定は

競争均衡の存在証明に関しては不必要であるが、年金制度の経済厚生に及ぼす

影響を考察する際には重要なものとなる。尚、この仮定は、一v″ (x)・ x/V′ (X)く 1と

同値である。

この経済における生産技術は規模に関して収穫一定かつ線形の技術であると

仮定する。若年者の労働 1単位からはwl単位の財が、老年者の労働 1単位から

はW2単位の財がそれぞれ産出される。即ち、 Yt、 LⅥ 、Ldをそれぞれ t期 にお

ける財の産出量、若年者の労働供給量、老年者の労働供給量とするならば、生

産関数はYt=wlLメ 十W2Ldと表わされることになる。ある期に生産された財そ

のものを来期に持ち越すことは不可能であるが、貯蓄手段として、貨幣 (■at

money)がこの経済には存在 している。

政府は、本稿では賦課方式の年金政策のみを実施する主体であると考えるこ

とにする。その際に政府は、均衡予算が成立するようにこの政策を実行するも

のとする。

前述のように本稿では定常的な経済に分析を絞る。それ故このモデルにおけ

る資源配分については(Cl,32,鈍 ,7,4∈飢]x[0,1]2で表わされることになる。こ

こでご2及び7は健康状態が良好な者が行う第2期の消費、及び余暇需要を示して

いる。また、92及びιは健康状態の悪い者が行う第2期における行動である。
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3 社会的に最適な資源配分

社会的に最適な資源配分とは、資源制約のもとで社会厚生を最大にする資源

配分めことである。本稿では定常状態に議論を限定しているため、社会厚生関

数は、代表的消費者の期待効用で表わすことができる。このことは次の理由に

基づく。定常状態であるので、若年及び老年世代の消費量は全ての期において

同一である。経済全体では不確実性が存在しないと仮定しているので、健康状

態の良い老人と悪い老人は、それぞれp及び(1-oずつ存在する。この場合には、

ある 1期間から得られる社会厚生 (こ こでは功利主義的社会厚生関数を考える

ことにする。)は u(cl)+p[β uに2)+V(五・フ】十(1-ρ】βu(0)+V(L・ ピ】 (第 1項目は

ある期に生まれた若年世代が若年時に得る効用、第 2項目は当該期に存在する

健康状態のよい老年世代、同じく第 3項目は健康状態の悪い老年世代の老年時

の効用を人口比でウェイトづけて合計したものである。)と表わされるが、こ

れは個人の期待効用と等しい。したがって、この場合には、個人の期待効用を

最大にすることが社会厚生を最大化することと等しくなる。故に次に示す問題

を解くことによって、社会的に最適な資源配分を求めることが可能となる。

Inax u(cl)+ρ [β u(C2)■ V(h・ イ月 十(1-ρ )[β u〔乾 )+V(上・ι】    (1)

s.to cl+pc2+(1-p)効 =Wl+[F(1-イ)十 (1-ρX l―ど】W2  (2)

ここから得られる一階の条件は次のように表わされる。

u′(Cl)=β u'(C2)

u′ (C2)=u′ (92)

βu′ (C2)° W2≦ h・ V′ (h・イ) (ι <1な ら等号成立)

βu′(効 )・ W2≦ L・ V′ (L・∠) (4<1な ら等号成立)

(3)

(4)

(5)

(6)

ここで(Cl,C2,鈍 ,イ ,ど )によって、社会的に最適な資源配分を記述することにす

る。これは (2)― (6)式から求められる。また、次に示す定理 3-1によって、

このような資源配分が存在することが保証される。
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定理 3‐ 1= この経済には社会的に望ましい資源配分 (cl,c2,シ ,ι ,ど )が~意的

に存在する。

証明 : c2∈洸++に対して、 (5)式を満たすイ∈(0,1]を対応させるような関数

F:飢++→ (o,1]を考える。また、フ=1の時に (5)式を等号で成立させる様なこ2

を5古 と表わすことにする。0く 52<5さ においてβu′(あ )。 w2=五・V′ FoR32》が満た

される。更にこの時に、戸(32)>0及びHm32→ORあ )〓 0が F(あ )に関して得られ

る。一方、こ古<52となるようなこ2において、F~tあ )=1が成立する。F~lあ )は飢++

において連続であり、かつ52=あ以外の所では微分可能である。今と同様の手続

きを踏むことによって、 (6)式を満たす。2とことについて関数Eを定義するこ

とができる。ここでも同様の形でQ方 を定義し、F(b)と同様の性質を互(_c2)につ

いても得ることができる。また、 (4)式の成立を考慮することによって、

C2=C2=C2と表わすことにする。

次に (3)式の成立に関する考察をなす。clに対して (3)を満たすc2を関数

G:餓 ++→ 帆++によって表現するならば、これに関する性質としてG′ >0を得る

ことができる。最後に (2)式について考えるが、この時、今まで定義してきた

関数F、 二及びGを織り込んだ上で得られる (2)の左辺及び右辺をそれぞれ次

のようにHおよび Jで表わすことにする。即ち H(c2)=0+G(c2)ヽ

J(斃 )=Wl+ぼ 1-F(c2》 W2+(1~pXl― E(C2)W2と な る 。 こ こ で Hは 増 加 関 数 で ま

た  `limC2→OH(乾 )=0及び limc2→∞Ц斃)=∞であること、Jは減少関数かつ

limC2→0ズ 乾 )=Wl+W2及 び limc2→∞ J(乾 )=Wlで あ る 。 故 に 、 H(c2)=J(C2)を

満たす ciが一意的に存在することが証明された。

Q.EoD.

定理 3-1による存在証明には、vに対 して∂2v(hィ)/∂h∂
`く

0の仮定を置く必要は
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ない。しかし、この仮定は健康状態の良い個人に比べて、健康状態の悪い個人

の方がより早く退職するということを導く。

定理3‐23 イ≦ごが成立する。また、ノ=ι
*と
なるのはノ=ご =1の時に限

られる。

証明 : まずグ及びごが共に内点解であるようなケース、即ち共に 1未満であ

る様な時から考える。この場合には (4)か ら (6)よ り五・vて h・フ
*)=L・

v′ (L。ど)

が成立することになる。ここで vに関して強い凹関数の仮定、即ちv″く0と

∂2v(h′ )ノ∂h∂イく0の仮定とを置いていることより、フ
*く

どであることが得られる。

次にノ=1かつごく1が仮に成立しているとしよう。このときには上で示した

vに関する仮定のもとでは I・ v′ (h・フ
*)<I・
vKh。ど・ )く L・ V′ (L・グ)の関係が成立する

ことになる。しかし一方で (5)及び (6)式よリュ・v′ (L。 2*)<五・v′ (I・〆)が導か

れることになるので、先に仮定したケースのもとでは矛盾が生じる。

Q.EoD.

4 年金制度のもとでの競争均衡

この節では、公的年金制度のもとで達成される競争均衡資源配分について記

述する。イントロダクションでも述べたように、本稿では 3種類の年金制度に

ついての記述がなされる。どの制度においても、年金保険料は若年世代から一

括税として徴収される。この経済では若年世代は非弾力的に労働供給を行い、

wlの勤労所得を得ていることを考えれば、このような徴収方法は、若年世代が

受け取る勤労所得に対して、ある一定の税率を課すものとみなすことができる。

本稿で考察する3種類の賦課方式の年金制度の間の相違点は、老年世代に対す

る年金給付の方法にある。本稿で中心的に扱う「比例年金制度」では、年金給

付額は、高齢者が選択した退職の期間に対して比例的になされる。即ち、個人
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は老年期の時点で年金の受給資格を得ることになるが、年金給付は退職するこ

とではじめて受け取ることになる。その意味で、この制度は所得テス トを反映

している。健康状態の善し悪しに応じて退職の期間が異なるならば、当然、年

金の給付額は個人の経験する健康状態に依存して異なってくる。その意味で、

この制度は個人の選ぶ退職期間の長さを健康状態に対するシグナルとした保険

的な機能も持っていることになる。

イントロダクションにも記したように、本稿で 「保険年金制度」と「一括年

金制度」と名付けている、 2つ の年金制度もあわせて考察する。「保険年金制

度」とは、健康状態に応じて、異なる額を一括的な方法で個人に支給する制度

である。この制度が、もしも達成可能ならば、社会的に最適な資源配分を実現

することができる。しかし、ある個人の健康状態は客観的には把握できないと

いった、いわゆる私的情報の問題が存在する。それゆえ、この制度は実行不可

能であることも本節で述べることにする。

「一括年金制度」とは健康状態の善し悪しに拘わらず、また、労働供給を行

っているかどうかにも拘わらず、全ての高齢者に対して、等しく一定額の給付

を一括的に行うような年金制度のことを指す。以下では、この 3つ の年金制度

について 「保険年金制度」 「一括年金制度」 「比例年金制度」の順に検討して

いこう。

4-1 保険年金制度

この制度のもとで、健康状態が良好な高齢者が受け取る年金額を5、 健康状態

が悪い高齢者が受け取る年金額をしであるとする。高齢者に支払われる年金額は

健康状態の善し悪しによってのみ区別され、老年期に行う労働供給量には左右

されない。年金保険料は若年世代から一括的に徴収されると考え、その額を a

と表わすことにする。このもとでの個人の効用最大化行動は、以下の問題を解

くことで得られる。
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maX u(Cl)+p[β u(c2)+V(h・イ】+(1-ρ )〔βu(鈍 )+V(L・ ピ】

s.t. c1 +a+m=wl
-"2=*z(l-b*m+6

9z =wz(l-!)+m+b

(7)

(8)

(9)

ここで、mは個人が若年期に行う貯蓄であり、それは貨幣 (■at money)の形で

なされる。ここではmは実質貨幣残高を表わしている。定常均衡を分析するの

で、これは期を通じて一定となる。また貨幣保有量に関する意思決定は、老年

期において自らの健康状態が判明する前の、不確実な状況のもとで行われるも

のとする。競争均衡のもとでは限界生産性に等しい賃金が支払われることにな

るので、wl及びw2は若年世代、老年世代の労働供給に対する賃金率を表わすこ

とになる。

政府は、予算を均衡させるように賦課方式の年金を実施するので、政府予算

式a=p3+(1_Obが経済では成立する。

実は上に示した最大化問題には、既に市場均衡条件が考慮されている。この

経済に存在する市場は、財市場、貨幣市場、私的貸借市場、若年及び、老年世

代の労働市場である。私的貸借の市場ではこのような 2期間モデルにおいては、

世代間で取引が行われることはなく、同一世代内での取引に限定されるが、若

年時には同質的である個人間では、それは0となる。この市場の均衡を考慮す

ることで、上に示した最大化問題においては、個人の私的貸借が0になってい

る。貨幣市場の均衡は、経済における貨幣の存在量が一定で、貨幣の価値 (こ

れは物価水準の逆数であるとも解することができる)が一定となっている定常

均衡を考えた結果、実質貨幣残高は一定で貨幣の収益率は0となっている。定

常的な世界を前提としない場合、つまり、貨幣の価値が一定とならないような

場合では、貨幣の収益率は0以外の値もとりうるが、ここでは議論を定常解の

みに着目することにする。貨幣の価値が正である、即ち個人によって貨幣が保

有される場合 (m>o)に成立する均衡を貨幣均衡と呼び、貨幣の価値が 0、 即

ち個人によって貨幣が保有されない場合 (m=o)に成立する均衡のことを非貨
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幣均衡と呼ぶ。

若年世代及び老年世代の労働の限界生産性の水準がそれぞれwl及びw2で固

定されていることより、若年及び老年世代に対する労働需要曲線は各々wl及び

wっ の賃金水準で水平となる。したがってこの場合、wl及びw2の賃金水準で選

ばれる労働供給量が (但 し若年世代に関してはモデルの仮定より非弾力的に 1

単位なされる)労働市場における均衡取引量そのものを表わすことになる。

財市場に関しては、予算制約が満たされており、他の全ての市場が均衡して

いるときには自動的に成立することになる。以上の議論より、上述の最大化間

題を解いて得られたものが年金制度の下における競争均衡を記述することが確

認された。また、実施される年金制度の年金保険料と給付額との間には政府の

均衡予算制約が考えられることになる。

最適化の一階の条件は (7)から (9)式及び次で表わされる。

βu′(ω )。 W2≦ h・ V′ (h・ イ)

βu′(釣 )。 W2≦ ユ・Vて L・ 4)

(2<1な ら等号成立) (10)

(4く 1な ら等号成立) (11)

u′(Cl)≧ pβu′ (C2)十 (1-ppu′(.2)(m>0な ら等号成立) (12)

ここから (10)及び (11)が 3節における社会的に望ましい資源配分の (5)及

び (6)式と同一であることが確認できよう。即ちこの年金制度によって余暇と

消費との間の相対価格は歪められないことになる。次に示す定理4-1は上で考察

している定常均衡の存在が保証されることを、定理4-2では個人によって選択さ

れる実質貨幣 mが厳密に正、即ち貨幣均衡のもとではこの公的年金制度によっ

て社会的に望ましい資源配分を達成することが可能であることをそれぞれ示す

ことにする。

定理 4‐ 1:  ρ3+(1_p)bく Wl、  p6-b)く wl+W2及び(1-pxb_詢 くwl+w2を

満たす5及びbの保険年金制度のもとでの競争均衡が存在する。

証明: まずρ3+(1_ρ )し くWl、 ばБ一b)く wl+w2及び(1-pxb-3)く wl+w2はγ肖

費を厳密に正に保つための条件である。 (公的年金については、通常5及びしが
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非負であることが前提となる。このときにはρ3+(1_ρ )し くWlの条件だけで十分

である。しかし、ここではtよ り広いb及びしの範囲に関して証明することにす

る。)

52に対して、 (10)式を満たすようなZを対応させる関数F:飢++→ (o,11を考

える。このFの性質は先の定理 3-1の証明におけるものと同一である。これを用

いて予算線 (8)を 52+W2Fに 2)三 W2+百 と書くことにする。今、こ=τ +mと置

いている。 (表記を見やすくするためにdを一時的に使用することにする。)

定理3-1の証明の中で行ったものと同様の形で5方を定義する。また、それに応

じてこ
+=5古
+w2■ 5古 )~w2とこ

+を
定義する。これは52=醸 においてFの性質が

変化するために、このようにこ
+を
定義している。こ2+W2取 52)=W2+百 を満たす

こ∈(~W2,∞ )とこ2とを対応させるものとして、関数G~:(― w2,∞)→ 鯖++を考えた

時、G~は (―w2,∞)で連続かつこ
+以
外の点で微分可能、一w2くこくこ

+で
はo<ごく1、

こ+<こではご=1となる。また、hma→ _wぅ歌百)=0と lim百→∞ご(3)=∞ について

も成立することが確認される。また、同様の手続きを経ることによって、 (9)

と (H)式から、αd)を導くことができる。

最後の手続きとして (12)式を考慮する。上で考察してきたG~及びQ及び (7)

を用いて (12)式の左辺及び右辺を、それぞれH及び Jによって表わす。即ち、

H(ab,m)=u′ (Wl― メbtt m)― (1-pXL+m)

J(b,L,m)=ρβu′ (G(b+m》 +(1-0卜
′
(G(L tt m)

とそれぞれ定義する。ここでHは連続、かつ mに関する増加関数である。更に

limm→
wl_ρ5く 1_ρ tt H=∞

が成り立つ。一方Jは連続でmに関しては減少関数と

なる。また、limm→∞J=0が成立する。したがってこの5及びしのもとで、もし

H(lb,0)≧ J(已 b,0となれば、非貨幣均衡が存在することになり、反対に

H('b,0)く J(b,L,0)であるならば貨幣均衡が存在することになる。
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定理 4‐28 もし5く 0及びしく0まで許容されるならば、保険年金制度によって

必ず社会的に最適となる資源配分(cl,c2,多 ,イ ,ど )を達成することができる。

証明: 社会的に最適な資源配分53=αず)が成り立つように5*を、ci=α L*)

が成り立つようにゴをそれぞれ選ぶことは可能である。a*=ρず+(1-ρ池
*と
す

ると資源制約式よりwl― a*は社会的最適のcIに等しくなる。このcI、 こう、Q3の

間にはu′(cl)=β u′ (∽ )=βu′ (■2)が成り立つが、このときm=0のもとで (12)式

が成立する。

Q.E.D.

この年金制度のもとでは、健康状態の善し悪しに応じて差別的に給付額を変

更することが可能となる。即ち、健康状態の悪い者には、健康状態の良い者よ

りもより多くの給付を行う(5<b)ことにより、5'=ciを達成させることが可

能となる。このことは健康状態の悪い者の労働供給量は健康状態の良い者に比

べると少ないにも拘わらず、健康状態の良い者と同じ量の消費量が保証される

ことを意味する。健康状態は客観的には観察できない私的情報であるため、こ

のような政策のもとでは、健康状態の良い者が、自らの健康状態を偽るインセ

ンティプが生じる。したがって社会的に最適な資源配分を達成しうるこの政策

は、実行不可能なものであるといえる。

4-2 -括 年金制度のもとでの競争均衡

ここでは一括年金制度のもとで達成される完全競争均衡について記述する。b

を健康状態にかかわらず、一括的に老年世代に対して支給される年金給付額で

あるとする。均衡資源配分ゃP,こを,£夕,7L,こ
L,mL)はこの場合、次の問題を解く

ことによって得ることができる。
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maX u(Cl)+ρ [β u(c2)+V(h・イ】+(1-p)[β u(92)+V(L・ ビ)]

s.t. c1 +a+m=wl

iz=*z(l-CI+m+b

9z=wz(t-/i.+m+b

また、政府は均衡予算を実現するように年金プラン a及び bを選ぶので、この両

者の間には a=b、 即ち政府の予算制約式が成り立つことになる。この問題に対

する一階の条件式は (13)か ら (15)式及び以下によって表現される。

βu′ (0)。 W2≦ h・ V′ (h・ イ)

βu′ (_C2)° W2≦ ユ・V′ (ユ・∠)

(13)

(14)

(15)

(7<1な ら等号成立) (16)

(4<1な ら等号成立) (17)

u′(Cl)≧ ρβuてC2)+(1-ppu′ (£2)(m>0な ら等号成立) (18)

ここで、 (16)か ら (18)式は、保険年金制度のもとで得られた (10)か ら (12)

式と同一であることに気付くであろう。この制度は民間市場における余暇と消

費の間の相対価格を歪めることはない。実際、この制度は保険年金制度のもと

で5=L=bと なるケースであると解することが可能である。したがって競争均

衡の存在に関しては前述の定理4-1によって保証できる。

この年金制度のもとで達成される資源配分に関して、多少考察を行うことに

する。老年期の健康状態が悪い個人の方が、健康状態の良い個人に比べて、老

年期に行う労働供給は少なくなる。換言すれば退職の期間が長くなる。この結

果は本稿で効用関数に関して置いている仮定の∂
2v(h′
)/∂h∂イく0、 即ち、余暇の

限界効用の大きさは健康状態の悪いものほど大きいというものに対応して導か

れる。

定理 4‐3: 健康状態の善し悪しの違いに応じて選ばれる退職期間にはフ
L≦
∠
Lの

関係が成立する。また、等号が成立するケースは端点が選ぱれるケース、即ち

フ
L=どL=1の場合に限られる。

証明: まず、フ
L及
び∠
Lが共に内点解の時、即ちフ

L及
びι
Lが共に 1未満である
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ときについての考察を行う。この場合、 (14)か ら (17)に よって次が成 り立

てD。

Iv′ (I。フ
L)=β
uてW2(1~7L)+mL+b)w2

ュv′他.∠
L)=β

uてW2(1~FL)+mL+b)w2

ここで仮に/~L>ル でぁるとしよう。このときにはβu′(W2(1~7L)+mL+b)w2<

βu′(W2(1~ど
L)+mL ttb)w2が

成立することになる。しかしながら、 vに関して

強い凹関数の仮定、即ちv″く0と∂2v(hィ )/∂ h∂イく0の仮定とを置いていることよ

り、 h~v′ (I・フ
L)>Lv′

(L・∠
L)が
満たされなければならない。よって矛盾である。

次に2~L=1か っご
L<1が
仮に成り立ったとしょう。この場合、五・vて百・〃

L)く

五・vて
=・

∠
L)く
L.v′ (L・ビ
L)が成立しなければならない。しかしながら、上で述べた

vに関する仮定より、βu′(W2(1~ZL)+mL+b)w2く pu′(w2(1~ど L)+mL+b)w2が

成立する。よって、このケースも矛盾である。

Q.E.D.

最後に、この一括年金制度のもとで社会的に望ましい資源配分が達成される

か否かについて論じることにする。以上の議論より、これは一般的には不可能

であることがわかる。もし、健康状態の良い者の、社会的に最適な退職期間が

内点解である (イ く1)時には、定理 3-2よ リイ<ご である。また社会的に最適

な老年世代の消費量は、 (4)式よりあ=cう となる。このような資源配分を達成

しようとするならば、健康状態の良い者と悪い者の直面する予算制約が互いに

異なっていなければならない。しかし、一括年金制度のもとでは、 (14)式及

び (15)式より、健康状態の良い者と悪い者の直面する予算制約は同一となる。

したがって、このような場合に、社会的に最適となるような資源配分を達成す

ることは不可能である。尚、ノ=√ =1となる場合に限って、社会的に最適な資

源配分を達成することが可能である。
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4-3 比例年金制度のもとでの競争均衡

ここでは比例年金制度の下における競争均衡を記述する。この年金制度にお

いては、年金給付額は老年期に行う余暇の消費、即ち退職の期間に応じて変化

する。退職期間′を選択した個人に対してなされる給付額は、bでで表わされる。

ここで bは、退職の長さあたりに対してなされる年金給付率を表わす。この制

度は、市場における余暇と財との間の相対価格を歪める一方で、個人が直面す

る健康状態に関するリスクに対して保険の提供するといった役割も持つ。この

点については以下、特に第 5節で詳述することにする。

この制度のもとでの競争均衡は、次の問題を解くことによって得られる。

maX  u(Cl)+p[β <C2)+V(h・イ刀+(1-p)[β u(シ )+V(L・ピ】

(19)

(20)

(21)

このもとで達成される資源配分を[『,53,c3,ノ ,どP,mちで記述することにする。

また、この年金制度のもとでの政府の予算制約、換言すると政府によって選ば

れる年金政策 a及び bの組合せはa=b(ァ 十(1-pり となる。

最適化のための一階条件式は (19)か ら (21)及び、次で示される。

s.t. c1 +&+m=wl

cz =wz(l-t)+m+b'l

9.2=w2(l-$+m+b'!

βu′(")・ (W2~b)≦ h・ V′(h・イ)

βu′(効 )。 (W2~b)≦ L・ V′ (L。∠)

(Z<1な ら等号成立) (22)

(4<1な ら等号成立) (23)

u′(Cl)≧ pβuてC2)+(1-pttut2)  (m<1な ら等号成立)(249

(22)及び (23)式と (5)及び (6)式とを比較することによって、この制度

のもとで、財と余暇との間の相対価格が bの存在によって歪められていること

が確認される。次に示す定理牛4は比例年金制度のもとでの定常的な競争均衡解、

即ち上に掲げた問題の解の存在を保証している。
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定理 4‐4:b<wっ が満たされているならば比例年金制度のもとでの競争均衡解

{c『,33,・ 3,フ
P,ど P,mちが存在する。

証明 : 0≦ bく w2と なるbを任意に固定する。(b≧ w2の場合には全員が退職

を選ぶことになるが、このようなトリビアルな場合は分析から排除する。)こ

こで 52に対して (22)式を満たすような フを対応させる関数 FP:粉++→ (Ql]

を考える。この関数は定理3-1の証明で用いた関数 Fとほぼ同じような性質を

持つ。即ち、 (22)式にはbが存在していることが FPと Fとを異ならせる唯一

の点である。このFPを用いることによって予算式 (20)は

52+(W2~b)FP(あ )=w2+mと表わされる。今ここでm∈ [o,∞ )に対してこの式

を満たす32を対応させるものとして、関数G~Pi[Q∞)→
"++を
考えることにす

る。実はこの関数G~Pは定理 4-1の証明の際に用いられた関数G~と 同じ性質をも

つ。とりわけlimm→∞こ
P(m)=∞

及びG~P(0)が有限の値をとることについては、

注意するに値する。同様の手続きによって、c2に対して (23)を満たすこを対応

させる関数EP、 及び mに対して (21)をみたすようなこを対応させるような関

数QP:[Q∞)→ 飢++を得ることができる。これらのもつ性質は、FPや G~Pと殆ど

同じである。

さて、最後に (2の 式に関する考察を行う。上で述べてきたFP、 二
P、
G~P、

QP及び (19)を用いた上で、 (24p式の左辺及び右辺を、それぞれH及び Jで

表わすことにする。

H(m)=u′ (wl― b[IFP(3P(m》 +(1-DEPr_GP(m))]― m)

J(m)=pβ u′(G~P(m》 +(1-p)β u′(_GP(m》

ここで、Hは連続で mに関して増加関数となり、一方でJは連続でmに関する

減少関数となる。もしH(o)≧ J(0)であるならば非貨幣均衡が存在することになり、

H(0)く J(0)であるならば、貨幣均衡が存在することになる。
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この解の性質として、第一には健康状態の善し悪しの違いに応じて選ばれる

退職期間には〃
L≦
ど
Lの関係が成立するということが挙げられる。また、等号が

成立するケースは端点が選ばれるケース、即ちフ
L=どL=1の

場合に限られること

も確認することができる。第二には、社会的に望ましい資源配分が達成される

かに関しては、これは一般的には不可能であるといえる。これらの性質は、一

括年金制度のもとで考察した時と同じ方法を用いて確認することができる。

5 年金制度が経済厚生に与える影響

この節では、比例年金制度の拡充が経済厚生に及ぼす影響について考察する。

この目的を果たすために、まずその他の 2つの年金制度――一括年金制度と保

険年金制度――の拡充の効果を調べておく。 3種類の年金制度はそれぞれ給付

のパターンは異なっている一方で、若年世代から aだけ一括的に徴収している。

従って、異なった制度の間における年金制度の拡充の効果を整合的に捉えるべ

く、本稿では年金保険料 aの増加を年金制度の拡充と呼ぶことにする。また、

この節では、高齢者の退職期間に関して内点解の仮定を設けることにする。

5-1 -括 年金制度の場合

まずはじめに、一括年金制度に関する考察を行う。ここでの目的は「世代間

所得移転効果」を提えることである。若年世代からの年金徴収料が aの時の競争

均衡を(cP(a),3を (aゝ Qヶ (a),オ (a),∠
L(a),mL(a))と

表わすことにする。尚、このよ

うな定常均衡が存在することについては第 4節で指摘 している。この資源配分

のもとで達成される社会厚生WL(a)は、第 3節で述べたことをふまえると次の
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ように表わすことができる。

wL(a)=u(CP(a》 +dβ u(3夕(a))+v(五 。フ
L(a))]+(1-p)[β

u(1夕(0+V(I・

`L(a))]
ここで aを増やしたときのWL(a)の変化は次のようになる。但し、この導出の過

程は補論に示す。

d翌

崎:|三
と=― u′(c卜 )+ρβu′ (3夕 )十 (1-ppu′ (.夕 ) (25)

(18)式より、これは貨幣均衡 (mL(a)>0)の 時には値は 0、 即ち社会厚生

に対して全く影響しないことになる。他方、非貨幣均衡 (mL(a)=0)の 時には

これはマイナスの値、即ち社会厚生を引き下げる効果を持つことになる。一括

年金制度の、若年から老年世代に対する所得移転のパターンを考えたならば、

この様になる理由は明らかであるといえる。この制度によると、若年世代から

徴収した 1単位の財は、老年世代に対して、健康状態にかかわらず等しく1単

位をわたすことになる。実際、 1単位の財が若年世代から取り去られ、若年時

の消費が犠牲になることによって、若年期の効用は一人当リーu'(cP)変化する。

他方で老年世代の消費が一人当り1単位ずつ増加することにより、健康状態の

良いものは効用を一人当りβuて3夕 )、 健康状態の悪い者は効用を一人当りβu(綸 )

増加させることになる。若年世代と健康な高齢者と不健康な高齢者は 1:ρ :

(1-p)の比率で存在しているので、それでウェイトづけしたものによって社会厚

生の変化が表わされている。言うまでもなく、このような若年から老年世代ヘ

の財の移転は貨幣と同一のものとなる。この点に関してはSamuelson(1958)が

指摘していることと等しい。

個人が、若年期から老年期にかけての財の移転を自発的を行うために、貨幣

を保有する、いわゆる貨幣均衡において、このような年金制度の規模が拡大さ

れたときには、個人は単に、それと同じ量の実質貨幣保有を減らすように行動

するに過ぎない。その結果、各個人の行う若年期及び老年期の消費量は変化し

ないことになる。したがって社会厚生に対するインパクトは存在しない。

他方、個人によって自発的に若年期から老年期にかけての財の移転が自発的
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にはなされないような非貨幣均衡のもとでは、強制的に若年世代から老年世代

に対して財の移転を行う一括年金制度の拡充は、経済厚生に対して負の影響を

もたらすことになる。本稿では (25)式によって表わされたものを「世代間の

所得移転効果」と名付けることにする。

5-2 保険年金制度の場合

次に保険年金制度に関する考察を行う。ここでの目的は「世代内所得移転効

果 (リ スクシェアリング効果)」 を拾い上げることである。この年金制度のも

とでの競争均衡資源配分を{d(3,D,こ L(已 b〉 £:(5,D II(5,D,」 (5,b),mI(5,L))で

表わす。また、この年金制度のもとでの社会厚生WI(5,b)は次のように表わされ

る。                    、

WIF,b)=u(cldttD)十 正βく4(lD)+v(I・ II(lb))卜 (1-p)[β ucldlb))+く L。 lI(3,D)]

保険年金制度のもとでは、政府は、政府予算制約式a二 p3+(1_0セ に基づいて

いることを考慮した上で、この年金制度が拡充した時に社会厚生に与える効果

を調べると、次の結果が導かれる。 (導出の過程は補論に示す。)

d::L=_u′
(CI)+ρβu′ (こち)+(1-ρ滑り′(cL)+[`(1-讐 Xβ u′ (cう )―βu′(3あ ))]

右辺のはじめに表われているものは、5-1で考察した「世代間所得移転効果」

である。角括弧に示されている項が、世代内における所得移転効果、即ち健康

状態に対する不確実性に対して、年金制度が保険としての役割を表わしている

効果であると解することができる。その理由を以下で詳細に検討しよう。

政府の予算式より、1=ρ
i暑
+(1-p):きが得られる。若年世代に対して年金保

a

険料を増加させたときには、この関係を満たすように健康状態の良い者一人当

りに
1譜
、悪い者に

1讐
単位の財が移転される。よって、移転額が健康状態に依

存しない、即ち、健康状態の不確実性に対して全く保険を提供しない貨幣 (健
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康状態が良い悪いに拘わらず一人当り1単位の財を受け取る)の場合との差額

は、健劇犬態の良い者は一人当り(1:-1)、 悪い者は(三塁-1)と表わされる。 この

違いを効用タームで評価 (それぞれの者の財消費からの限界効用を掛け合わせ

る)し、人口比でウェイ トづけたものが上の式の角括弧で表わされているもの

である。

ここで政府は、年金の拡充に伴う年金給付
普
及び
器
を社会厚生をなるべく

引き上げるように調整するとしよう。換言すれば、政府の予算制約を満たしな

がら上の式の角括弧の値をなるべく大きくするように
讐
及び
讐
を決定する。

もし、健康状態の悪い者の消費の限界効用が、健康状態の良い者に比べて大き

くなっているならば、
登←
0を政府が選

^ミ

ことによってリスクシェアリングの

効果を最も大きくすることができる。これの意味することは容易に理解 しうる。

即ち、限界効用の小さい健康状態の良い者には追加的給付を行わず (些[=。)、

金額を、限界効用の大きい健康状態の悪い者に対して給付を行う (堂:=」L)

ことによって、健康状態の相違によって発生する世代内での限界効用の差を最

も小さくすることができることを意味する
1。 このように政府が行動した場合に

は、
子
に表われている角括弧の項はぃoピC>卜 てこL羽 となる。本稿では、

これを「世代内所得移転効果 (リ スクシェアリング効果)」 と名付けることに

する。また、このときの製生の値は次のように表わされる。

lも
し反対に、健康状態の悪い者の消費の限界効用が、健康状態の良い者に比べて小さくなって

いるならば、空 =0(1些 =1)とすることによって、経済厚生を最も改善することができること
ぬ   da p

になる。しかし、後で考える比例年金制度のもとでは、健康状態の悪い者の消費の限界効用が健

康状態の良い者に比べて大きくなっているので (これについては後述)、 ここでは、そのケース

65



」
:il=一
ゴф+p卜で5+α―ρ浄ピの+Ⅸ卜0-卜て5L羽 。0

はじめに表われている「世代間所得移転効果」は経済厚生を改善することはな

い一方で、「世代内所得移転効果 (リ スクシェアリング効果)」 が経済厚生に

対してプラスの影響をもたらすことになる。

5-3 比例年金制度の場合

ここでは、比例年金制度の拡充が、経済厚生に対して与える影響について論

じる。この年金制度の経済厚生に与える影響が、「世代間所得移転効果」「世

代内所得移転効果 (リ スクシェアリング効果)」 「相対価格が歪むことから生

じる効果」「健康状態が私的情報であることから生じる非効率性の効果」の4

つに完全に分離され、しかもこれらの効果の単純合計として説明できることを

ここでは示す。給付額が bの時の (こ こでも、政府は政府予算を満たすように

年金政策を実行しているものとする)比例年金制度のもとで達成されている完

全競争均衡を(c『 (b),33(b),£ ,(b〉 ZP(b),ど
P(b),mP(b))で

表わす。このもとでの社

会厚生関数の値WP(b)は次のようになる。

WP(b)=u(c『 (b》 +plβu(3'(b)+v(I。 lF(b))]+(1_ρ )[β u(£ 3(b))+v(五・ピP(b))]

ここで政府が年金政策を実行する際には、政府予算式a=b[pフ
P(b)+(1_Oι P(b】

を満たしていることにも注意すれば、この年金制度を拡充することによる社会

厚生への影響は、次で表わされることになる。 (導出過程は補論に示す。)

dlfi=[―
u′(CF)+21

Pβ
u′(g).(1_ρ )ィ Pβ u'(き

')]ρフ
P十
(1-p)∠
P

_[£

`」

ifL」

`準

5)・ (1~ L`Pβ u′ (こ『)b[ρ
子+(1_ρ)イ ]]ρ7P+(1-ρ)4P

(27)

ここで表わされているはじめの角括弧は、比例年金制度による所得移転効果

のみに関して言及する。
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を表わしている。実際、比例年金制度によって若年世代から 1単位の財が追加

的に徴収される時、それは健康状態の良い高齢者、及び悪い高齢者一人当りに

対 して、それぞれ
pF~P十 (1-p)ど

P｀
 iン可ギi耳硯戸

単位の財が追加的に移転され

る。 (分母のpF~P+(1-oピ
Pは
経済における労働者の退職の期間の総数を表わし

ており、これが給付のベースとなる。)これを効用タームで評価し、更に人口

比でウェイ トづけることによって[_uて c『 )+pF~Pβ
u′(13)+(1-p)`P卜

′
(33)]が
得

られる。

ところで、この移転の効果は更に次の 3つの項に分解することができる。

[― u′(C『 )+ρβu′(Q3)+(1-p)β u′(33)]

[ρ (β u′ (ど )―βu,(3'))]

卜  Cの 一阿d湖

(28)

(29)

00)

このうち、 (28)及び (29)はそれぞれ 5。 1及び 5。2で示したように「世代間

所得移転効果」「世代内所得移転効果 (リ スクシェアリング効果)」 であると

解することができる。 (28)の効果は貨幣均衡 (mP>o)のもとなら0であり、

非貨幣均衡 (mP=o)の もとでは負となる。他方、 (29)の効果は、経済厚生に

対してプラスの影響をもつ。比例年金制度がとられているときには高齢者の直

面する予算線自体は健康状態には依存せず、同一である (この点に関しては

(20)および (21)式を参照のこと)。 そのもとで健康状態の善し悪しの違い

に応じて選ばれる退職期間には、7P<ィPの関係が成立する。 (こ こでは内点解を

前提としているので、4-3節で考えていた、フP=ど Pの可能性は排除される。)

このことより、こ3>c3となるので、健康状態の悪い者のほうが消費の限界効用の

値は大きくなることが分かるであろう。

(30)式に表われているものは「健康状態が私的情報であることから生じる

67



非効率性の効果」と名付けうるものである。このように解釈することができる

根拠を以下に示す。個人の健康状態を客観的に知ることができないので、比例

年金制度では、労働者が選択する退職の期間 (これは客観的に把握できる)を、

健康状態を反映 しているシグナルとして年金給付を行つている。その結果、健

康状態の良い者と悪い者に対
レて
、それぞれ一人当り      及び

p/' *0- illP
の割合で年金が給付されることになる。もし、健康状態の良し悪

しを直接に把握することができるならば、5-2で検討したように不確実性に対

するリスクシェアを最も効率的に行うべく (即ち、保険を効率的に提供するた

めに)、 健康状態の悪い (即ち、所得の限界効用の高い)者に対 して全額を移

転じ得たであろう。換言すれば、余暇をシグナルとして年金給付を行っている

ために、健康状態の良い者に対しての給付が若年世代の保険料 1単位に対 して

一人当り
pF~P+(1-0ど P｀

 全クトでは
F戸
三if:下厖

Fた
].す発生Lしている。 こσ)4額を

健康状態の良い者に対してではなく、健康状態の悪い者に (一人当りに対して

p・″
P

)移転できていたならば生じるであろう経済厚生の変化分
(r - p)tpZP + (1- p)!Pl

が丁度、 (30)式によって表わされているものに相当する。この項は社会厚生

に対して負の影響をもたらすことになる。

ι
P

最後に(27)式中の一♂三βピ(g3)+(1-あ∠
Pβ
u′ (ざ )

pフ
P+(1_p)∠P 斑pギ +o― p竜多】につ

いて考察する。これは「相対価格が歪むことから生じる効果」であると解釈で

きる。年金の規模aを限界的に拡大することによって、経済全体で引き起こされ

る退職量の変化は[ρ
電多
+(1-p)老

F]で
ある。比例年金制度のもとでは、この退

職量の変化にともなって b[pifi+(1-p)ギもだけの年金の追加的な給付が必要
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である。もし、高齢者の余暇と消費との間における選択に歪みが生じなかった

ならば、これに相当する額を更に分配することが可能であったであろう。比例

年金制度のもとで、財 1単位を退職量に応じて追加的に老年世代に対して分配

した時には、
フ
Pput3)+(1-の

ど
Pβ
u′(33)だ

けの老年世代の効用の増加が発生す

ることを考慮したならば、 (27)式の 2番目の角括弧は「相対価格が歪むこと

から生じる効果」を表しているといえる。この効果は経済厚生に対 してマイナ

スの影響をもたらす。

このように、比例年金制度の拡充にともなって発生する効果は、以上で示 し

た 4つの効果の単純和という形で分解及び解釈することができるのである。

6 年金制度のもとで達成される経済厚生

この節では、今まで考察してきたことに基づいて、公的年金制度のもとで達

成され得る社会厚生の水準について検討する。ここでは年金政策が全く行われ

ていないとき、つまりa=oの時には、個人によって自発的に貨幣が保有されて

いるような、いわゆる貨幣均衡が成立していると考える。

もし、各個人の健康状態についての情報を、年金提供者、即ち政府が正しく

把握することができるのであるならば、保険年金制度によって社会厚生を最大

にするような資源配分が達成されうる (定理 4-2)。 しかし第 4節でも述べた通

り、社会的に最適な資源配分を潜在的には達成できるような年金政策5及びしを

政府が提示したとしても、その時には健康状態の良い高齢者が、自らの健康状

態について嘘をつくインセンティブを持つ。このように高齢者全員がしを選ぶな

らば、言うまでもなく社会的に最適な資源配分を達成することはできない。実

際、このような場合には、全ての高齢者に対して等しい額を一括的に支給する

ことになるので、一括年金制度による年金給付のケースと同一のものとなる。

一括年金制度、及び比例年金制度のどちらの政策も、社会的に最適な資源配

分は達成できないことについては第4節で述べた通りであるが、ここではこの



2つの制度のうち、どちらの方が社会厚生を高めうるかについての比較を行う

ことにしたい。

一括年金制度のもとで aを増やしたとしても5-1節で議論したように導入時

点の貨幣均衡のもとでは、社会厚生の水準に対して全く影響を与えない。aの増

加と共に、経済が非貨幣均衡となった時 (具体的には、年金導入以前の時に個

人が自発的に保有 していた実質貨幣残高 mょ りも aの規模の方が大きくなって

いるような時)に は社会厚生水準が低下していくことになる。

一方、比例年金制度に関しては、5-3節で検討したように 4つの効果の大小

を検討すればよい。導入時の貨幣均衡においては「世代間所得移転効果」は 0

であり、また、「相対価格が歪むことから生じる効果」も発生しない。残って

いるのは「世代内所得移転効果 (リ スクシェアリング効果)」 と「健康状態が

私的情報であることから生じる非効率性の効果」との 2つの効果である。これ

らは社会厚生に対 してそれぞれプラス及びマイナスの効果をもたらすが、この

2つの効果を比較したならば、前者のプラスの効果のほうが大きい。この 2つ

の力;り積 (29)と (30)を合計したならば、 里1三」堅∠
ijfiキ|::;:√

」聖三二l≧ >。

となることが確かめられる。

したがつて、年金導入時点においては、比例年金制度によって社会厚生は増

加すると言える。この社会厚生の増加は「世代内所得移転効果 (リ スクシェア

リング効果)」 のプラスの効果が残りの 3つのマイナス (よ り正確に述べると

「世代間所得移転効果」は貨幣均衡の時には0)に比べて上回っている限りは

社会厚生の値は増加し、このプラスの効果の規模ととマイナスの効果の規模と

が一致するような年金規模 aで、比例年金制度のもとでの社会厚生が最大化され

ることになる。

結論として、保険年金制度によって社会的に最適な資源配分を達成しようと

しても、モラルハザードの問題に直面する結果、それは達成されず、一括年金

制度と同一になってしまうことと、一括年金制度に比べると比例年金制度のほ

70



うがより高い社会厚生の水準を達成することが得られた。尚、 (図 1)によっ

てこの節で論 じてきたことを示 している。

7 結論

本稿では、個人の健康状態に関する不確実性が存在するような状況を前提に

したときに、所得テストの制度をもっている年金が、経済厚生に対してどのよ

うに影響を与えるのか、また、厚生の点からどのように評価されるかに関して

議論を展開した。ただ、本稿で考察してきた比例年金制度は、年金受給が退職

期間に対して線形の関係にあるとの制約を暗黙に課している。モラルハザード

の問題が発生しうるもとで、年金制度の保険としての役割 (「世代内所得移転

効果 (リ スクシェアリング効果)」 「健康状態が私的情報であることから生じ

る非効率性の効果」)を、よリー般的に考察することが、拡張の方向として考

えられる。この点に関する考察は Diamond and Mirrlees(1986)に よって、より

シンプルな設定のもとでなされている。このように、望ましい年金給付のデザ

インそのものを検討することも、魅力的である。しかし、その場合であっても、

本稿で導かれたエッセンスそのものの有効性は保持されるであろう。
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補 論

1(25)式 の導出

{cP(aヽ こ夕(→,Q夕 (a】 フ
L(a),∠ L(aゝ mL(a))によって、一括年金制度のもとで達成

される資源配分を記述する。また、このもとでの社会厚生の値は,

wL(a)=u(CI′(a))+plβ u(3;1(a》・ v(I・ フ
L(a))]+(1-p)[β

u(■
2L(a))+V(I。 ど

L(a))]

と表わされる。 ここで

CP(a)=Wl― mL(a)一 a

5夕 (a)=w2(1~フ
L(a))+InL(a)+a

9夕 (⇒ =W2(1~∠
L(a》 +mL(a)+a

であることを用いてWL(a)を aで微分することより次を得る。

三型
IIIコ

2イ

“

PI一
三
:」

三刊 +岬ゴcをI_w2等 +」
:」

L+4+Ⅳて五フ
LぅI等

+(1-p)β u′(Q夕 )[―w2≦望生1+」堕ピL+1]+(1-p)v′ (ユどL)ll二

= ―u′(CP)+ρβu′ (3夕 )+(1¨ _p)β u′(Q夕 )

十[―u′(C[)+pβ u′(考 )+(1_p)βゴ(2夕が生土

―p[βu′(3夕 )w2~V′(IZL)五 ]:三ZL_(1_p)[β u′ (Q夕 )w2~V′(hι
L)ュ
]1」
F

=― u′(C})+ρβu′ (3夕 )+(1_p)β i'(Q夕 )
一番最後の等式を得る時には、 (16)か ら (18)式を用いる。

2 聖二 の導出

{cI(3,L〉 こL(lb〉 £:(5,b),フ
I(lb),ど I(3,D,mI(5,b))に よって保険年金制度の

もとで達成される資源配分を記述する。また、このとき、社会厚生の値は、
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WICD=く 4(3,D+plp《 3らcb)+ズ百・プ(已 D】 +|_ρ)服uc(ED+VQ・ グ(■ D)]

と表わされる。ここで予算制約 (7)か ら (9)よ り次の式を得ることができる。

dcI=―dmI_(pd3+(1_p)dD

d磁 =~W2dブ +dmI+d5

d二 =~W2dど
I+dmI+dL                      '

これより、次の式を導 くことができる。

需
=―
需
―p

需~W2子 +需 +1

学~W2子+ギ
Lの値を固定して、5を変化させたときに生じる、WI(3,L)への影響について調

べる。

∂J6,D=ゴ
d嬬 +岬ごめ 手 +<IZもT需]+α

_劇βゴめ 需
+プ他」池等 ]

一 嗅4x需 +』 +pβ嗅5LI需 +瑚 +o一 p肛島)ギ

=p[― u′(CI)+β u′ (5あ】+ギ
  [―

u′(CI)+ρβu′ (5ら )+(1_ppu′ (り,刀

=ρ[― u′(CI)+β u′(5L】

2番目の等号は、一階条件の (10)及び (11)(第 5節では退職量に関して内点

解の仮定をおいているのでこれは等式で成立することになる。)よ り導かれる。

また、最後の等式は (12)式より得られる。

5の値を固定してしを変化させたときに生じるW16,互)への影響も、同様に導

くことができる。

中
…
Nめ嶽 塁】

また、政府の予算制約よりda=ρ dБ +(1-Odbを得ることができる。これより、
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dh l― pldb/da)

da     l― p

を得ることができる。

最終的なステップとして、ここで aの追加的な変化によって引き起こされる

WIへの影響を考える。

∂wI(3,D=∂w15,D.憂 +翻
15,9.些

∂a         ∂b    da     ∂b    da

=Ⅳ
I(3,L).亜

+∂
W16,Dl―メdフぬ)

∂b    da     ∂b        l_p

=正一u′(4)+β u′(5L】
書
+卜 u′(4)+β u′色ち月(1-p讐)

=卜 u′(4)+β u′(gち】十ρ『
u′(a)―卜′(.L】券

=― u′(CI)+ρβu′(33)十 (1-p)β u′(_J2)+『ズ1-讐 Xβ u′ (Q夕 )一 βu′ (C2))]

3 (26)式 の導 出

{c『 (b),こ 5(b),£ 3(り,7P(b),ど
P(bλ
 mP(b))に よって保険年金制度のもとで達成

される資源配分を記述する。また、このもとでの社会厚生の値は、

WP(b)=u(c『 (b》 +plβu`:(b》 .v(古・厖
P(b))]+(1-ρ

)[β u(■3(b》
‐卜v(I・ィP(b))]

と表わされる。尚、

c『(b)=wl― a(b)― InP(b)

53(b)+(w2~b)フ
P(b)=w2+mP(b)

c3(b)+(w2~b)ど
P(b)=W2+mP(b)

が成り立っている。また a(b)は政府予算式より成り立つ関係、即ち

a(b) = u tpTP(u) + (t - p)lP(u)l

のことを指す。まずはじめに、bの変化がWP(b)に与える影響から考察する。

叫
Q― 改 c『x器 +ギ ト岬ピに:x7P十

ギ
<W2~り

手
l■ pvてπノ河

手
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+(1-p)β u′ (Q3)[∠
P+」
:ll―
(w2~b)lff｀二(1-p)V′ (L∠

P)11二重l

=ucFI器 +」
:」

l卜 岬ピ

`,xフ

P+1:lll・
tl― o卜 t:I∠

P十 二
:;ll

=[一 u′ (C『 )+pβu′(38)+(1_p)β u′色:】」堕il

―u′(CF)器単ρβu'(3『 )フ
P十
(1-ρ pu′(c:)ど

P

=― u′(CF)iキ
:・
ρβu′ (こ3)2P+(1_ρ )βu′(■8)∠P

2つ 目の等式を導く際には一階条件式 (22)(23)式を用いている。また、最後

の等式に関しては (24)式を用いている。

他方、政府の予算制約式より

+(1-p)どP]■ b[ρ
l:1;‐
卜(1-p)1曽

:与
  
・

となる。これを用いて、最終的な 目標である aが追加的に変化 した時のWPへの

影響 を導出する。

dWP(b)  dWP(b) db

da   db da

=― u′ (C『)+              +(1~ppu′
(95)

lp―X+。 _pソF句 +Чρ」+は _。 14二 ]

一鵡 +  ‐

■―Чρギ+0-01曽l与
+哺 +  ]

―[∠号舞業ギ襲艶斑p手 +は一のイ]

鷺=わノ

= -u'(cl) +
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第 3章  公的年金制度のもとでの退職行動

(社会的に最適な退職行動との比較 )

要約

本稿では、公的年金制度が導入されているもとでの退職行動について、労働供給が内生

的に決定されるような世代重複モデルを用いて理論的に論じる。その際、年金制度の下で

の退職が、社会的に最適な資源配分が達成されている下での退職量よりも過大となってい

るか否かという視点から考察する。本稿の結論は、公的年金の給付が個人の退職期間の長

さに応じて支払われるからといって、年金制度のもとでの退職量が必ずしも社会的に最適

な場合に比べて過大にはならない、ということである。

イントロダクション

第 2次大戦以降、多くの先進諸国において高齢者の労働参加率の低下が観察された。一

方、この時期は公的年金制度が拡充され、その規模が大きく増加した時期でもあった。こ

のような事実に基づいて、公的年金制度と高齢者の退職行動との関係について、様々な研

究がなされた。それについては、第 1章の 5節で示した通りである。例えば、Boskin(1977)

は、公的年金制度が退職に当たる影響は非常に大きいと主張した。Shesinski(1978)は部分

均衡分析のもとでこの問題を扱い、公的年金の受給が労働者の早期退職に対して大きな効

果を持つことを結論づけた。一方で Hu(1979)は一般均衡分析のもとでは、公的年金制度

によって、必ずしも退職行動は早められないことを示している。また、Blinder,Gordon and

WiSe(1980)による主張は、Boskin(1977)のそれとは大きく異なっており、もし、各々の労

働者が公的年金制度に対する認識が完全であるならば、高齢者は公的年金制度のもとで寧

ろ退職時期を遅くするインセンティブを持つことを主張した。他方、Kahn(1988)は個人が

直面している流動性制約の観点からBlinder,Gordon and Wise(1980)の 見解に反対した。即
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ち、金融市場が不完全で、個人の直面する借り入れ金利が市場金利よりも高く、したがっ

て将来の収入に対する割引率も高くなっているような状況では、労働者は年金制度のもと

では早期退職が誘発されることを示した。他には、Yamada(1990)に よる日本における年金

制度と高齢者の関係についての議論が存在するが、そこでも、高齢者の早期退職の説明要

因としては公的年金が主要な要因であることを示している。

従来の公的年金制度における早期退職の議論は、「年金制度の存在していないもとでの

退職行動」と「年金制度の存在しているもとでの退職行動」との比較によってなされてき

た。一国の生産量、即ちアウトプット量の観点から評価するならば、労働者の退職時期が

早められることは望ましくないと結論づけられるであろう。 しかし、個人の効用や社会厚

生という面からこのことを考察するならば、退職時期が早まること自体を望ましくないと

は一概にはいえないであろう。

本稿の目的は、年金制度のもとでの労働者の退職を、 「年金制度が存在しているもとで

の退職行動」と「社会厚生の観点から最適な資源配分が達成されているもとでの退職行動」

とを比較することである。この新しい視点から年金制度のもとでの退職行動を考察 したと

き、それが早すぎるか否かを検討する。

年金制度による所得の移転が一括的 (lump―sum)な形で行われ、資源配分に対して中立

的であるならば、上に示 した問題は自明である。即ち、一括方式の年金制度のもとでは社

会的に最適な資源配分を達成することが可能となる。

しかし、日本やアメリカをはじめとした先進国の公的年金制度は、ある一定額を超える

勤労所得を得ている労働者に対 しては、年金支給額を減額したり、または支給を行わない

といった、いわゆる所得テス ト (eaming test)と呼ばれる制度を持つている。これは、実質

的には公的年金制度が個人の退職行動に対 して補助を与えて、働き続けることに対 して暗

黙のうちに課税を行っている制度であるとみなすことが出来る。これは個人の余暇 (退職 )

と消費との間の相対価格に対 して歪みを与えることを通 じて人々の退職の意思決定を変化

させることになる。

今、個人の余暇需要が余暇の価格 (機会費用)に対して減少的である即ち、余暇需要が

後方屈曲的 (backward bending)で はないとしよう。このとき、直観的には公的年金制度下

での退職行動は、社会的に最適な退職よりも早められる、即ち余暇の消費量が大きくなる
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と考えられるであろう。しかし、この直観は、実は必ずしも正しくないことが示される。

本稿の構成は以下のようになつている。第 2節で本稿で用いる基本的なモデルを提示す

る。第 3節ではこの経済における社会的に最適な資源配分 (ist‐ best」bcatton)に ついて記

述する。これは、年金制度のもとでの退職行動と比較対照される、いわばベンチマークと

しての役割を持つ。続く第4節においては、年金制度の下での個人の退職行動を記述する。

本稿では、賦課方式の年金制度を考える。又、前述の通り、年金給付額は、高齢期に行う

退職期間の長さに比例すると考える。このように、余暇と消費財との間の相対価格を歪め

る制度のもとで、政府は、社会厚生を最大にするように年金の規模を決定すると仮定する。

即ち、この節では、次善的資源配分 (secOnd― best」1∝adon)について考察する。第 5節では、

第 3節で得た、社会的最適が達成されている時の退職行動と、第4節で得た、公的年金制

度のもとでの退職行動とを比較、検討する。本稿で考えている年金制度が、個人の退職行

動に対して実質的に補助を与えていることを考えたならば、直観的には、年金制度の下で

の退職の方が常に大きくなると考えるかもしれない。しかしながら、この直観は支持され

ない。たとえ、個人の余暇需要が、余暇の価格 (機会費用)に対して減少関数となるよう

な場合を考えても、年金制度のもとでの退職時期が、社会的に最適な退職時期よりも遅く

なる可能性があることを、ここでは示す。第 6節では、この年金制度のもとでの退職時期

が、社会的に最適な退職時期よりも遅くなるといった、いささかパラドキシカルなケース

が生じるような数値例を示す。この例によって、パラドキシカルなケースが極めて自然な

設定のもとにおいても発生しうることを提示したい。最後に、結論を第 7節で示す。

2 モデル

同質的な個人が 2期間にわたって生存するような、世代重複モデルを考える。財は各期

にそれぞれ 1種類のみ存在し、それは来期に持ち越すことが出来ないと仮定する。t期に

生まれた集団を世代 tと呼ばう。またt各世代の人口の数は同一である、即ち、人口成長

率は0と設定する。そこで、各世代における人口の数を 1に規準化しよう。この経済は第

0期からスタートし、各期には若年世代 (2期の寿命のうちの 1期目)と老年世代 (2期

80



の寿命のうちの 2期 目)とがそれぞれ存在する。但し、第 0期に存在する老年世代は、第

0期の一期間のみ生存する。経済に存在する全ての市場は完全競争的であり、また、不確

実性はないとする
1。

2-1 個人

各個人は若年期 (第 1期 目)に非弾力的に労働供給を行うが、老年期 (第 2期 目)には

労働と余暇の選択を行うものとする。老年期においてなされる余暇需要の大きさを、本稿

では個人が選ぶ退職期間の長さであるとみなす
2。

即ち、老年期での労働と余暇との選択を

考えることで、退職年齢 (時期)が内生的に扱われる。個人の効用に影響を与えるのは、

自身が行う生涯消費および老年期における余暇の消費 (退職)のみであるとする。効用関

数は、次のような加法分離型のものを考える
3。

U=u(clt)+β u(c2+1)+v(イt+1),β ∈(Ql) t≧ 0, (1)

尚、第 0期に存在する老年世代に関してはU=β uL。 )+v(イ。),β∈(0,1)であるとする。ここ

で Cltヽ C2tヽ イtはそれぞれ世代 tの t期 (若年期)における消費、t+1期 (老年期)におけ

る消費、及び余暇需要 (退職)を表わしている。u及び vに関しては 2回連続微分可能、

狭義凹関数、増加関数の仮定を置く。このとき Uも また、同じ性質を満たすことになる。

更に、uの曲率に関して、一u″ (c)。 C/u′ (C)≦ 1が満たされているとする。これは、相対 リスク

回避度が 1以下であることを表す。 (但 し前述のように本稿では不確実性は存在しない。)

2-2 企業

1も
し経済に何がしかの不確実性が存在するような場合には、公的年金の給付が個人の退職期間の長さに比

例的になされるような年金制度は、不確実性に対する保険としての役割も果たすことになる。このことに関

しては、第 2章において考察されている。
2現
実問題としては、労働者のどの行為をもって退職とみなすのかは難しい問題である。また、退職の定義

に関する広く受け入れられた概念は存在しない。その意味では、本稿における退職に対する取 り扱いはいさ

さか単純化していることになろう。
3(1)式

では、老年期における余暇需要についてβv(イ 1)と表現する代わりにv(イ t)となっているが、これは

全く本質的な問題ではない。

81



企業は同質的であり、又、競争的に行動するものと仮定する。各期に産出される生産財

は 1種類であるとする。そのための生産要素は当該期に存在する若年世代及び、老年世代

の労働供給であるとする。闘1ち、本稿では、例えば Diamond(1965)等 の考察に見られるよ

うな、資本財 (または次inに持ち越すことが口J能な財)の存在は仮定されていない。その

かわり、若年世代と老年世代の労働供給は、互いに異なったものであると考えることにす

る。若年時と老年時とを比較したときに、知識、経験、体力など様々な面において異なる

ことを考慮するならば、上述の考えは適切なものであるといえる。生産関数 Fを、

Y`=FIL、″ L村 l.し      ヽ ′・ '  V・ ノ
(2)

と表わす ことにする。 ここでYtは t期における消費財の産出量 を表わし、L.及びLdはそ

れぞれ t期における若年期の世代 (世代 t)、 及び、老年期の世代 (世代 t-1)ヤこ対する雇

用量を表わす。技術は収穫一定であるとし、また Fは凹関数であると仮定する。オイラー

の定理より、 (3)式が成立することがわかる。更に、 (4)式は (3)を Ldについて微

分することによって得られる。

Y+=FlfL.ォ L)・ L、 .+F.fL、 . L～ )・ L～        (3)
・    ・  ヽ ′し'  

た`ノ   ′`    ‐  ヽ ′し'  Vι ノ   Vし             
 `´

F・ぅIL、ォL～ )・ L、ォ+F.っ ILマォL)・ L″ =0      (4)
`´  ヽ ′し,  V・ ノ   ′し    ″́  ヽ ′し'  V・ ノ   V・

弓や弓iは (ij=1,2)は Fの偏微係数を表わしている。Fが凹関数であることから、■2≦ 0

が成立することに注意すれば、F12≧ 0が満たされることが (4)から確認できる。即ち、

高齢者によってなされる労働供給の増加に対して、若年者の労働生産性は非減少的である

ことを意味する。この意味で、若年世代及び老年世代の労働供給は互いに補完的であると

いえる。

2-3 政府

本稿では、政府の役割は、賦課方式の年金制度のみを実施する主体であると考える。政

府は、年金の収支が各期で均衡するように、年金政策を実施すると考える。イントロダク

ションにも不した通り、年金の給付は、退職をしている高齢者に対してなされ、ここでは

年金の受収額は高齢時における余暇需要 (退職期間の長さ)に比例的であると考えること
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にする。よって、政府の予算式は

at=bt・ イt t=0,1.¨ . (5)

となる。ここで、at及びbtはそれぞれ年金の徴収額及び、給付率を表わす。このような年

金の形態は Hu(1979)が考察 しているものと同一である。ただし、Hu(1979)と は異な

り、政府は、この年金制度のもとで、社会厚生を最大にすることを目的として、年金の規

模 (atまたはbtの大きさ)を決定すると考える。

3 社会的に最適な資源配
`か

 (First― best a‖ ocation)

この節では、社会的に最適な資源配分 (■ st―best」l∝alon)について考察する。この資源

配分は、ベンチマークとしての役割を担う。

社会は、第 0期に存在する老年世代も含む、第 0期以降に存在する全ての世代の効用を、

考慮の対象とするとする。具体的には、社会厚生の値を、各世代の効用を社会的に割り引

いたものの合計値として表現する。尚、本稿では、世代間における社会的な割引率は個人

の将来に対する主観的割引率βに等しいとする。よって、社会厚生関数Wは (6)で表わさ

れる。

W=β・u(%0)+v(ん )+Σβt+1[u(ch)十 βu(C2+1)+v(イ t+1)](6)
t=0

この経済における資源制約は

Cit+斃 t=F(1,1-′t)t=0,1,… .

となる。 (7)式の右辺は、t期における若年世代は非弾力的に労働供給をなす一方で、老

年世代は、イtだけ余暇として消費を行い、残りの1-ι tを労働供給に充てるということを反

映 している。社会的に最適な資源配分は、 (7))式の制約のもとで (6)式を最大化するこ

とで求めることが出来る。最適解が内点において決定されると仮定したならば、各期にお

ける一階の条件は (7)式に加えて次で表わされる。

u〈CL)=ピ←2t)

v′
(′ t)=βu′ (c2)・ ■(1,1-イ t)

(7)

０

＜９
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(7)式から(9)式を用いて得られた解をここでは{Cit,4t,イ |}と表わすことにする。

4 公的年金制度下で達成される最適資源配分 (SecOnd― best allocation)

この節では、政府が、賦課方式の公的年金を実行するもとでの、最適な資源配分につい

て考察する。 2節で述べたように、年金の給付は個人が選んだ退職期間の長さに応じてな

され、一方、保険料の徴収は若年世代から一括的になされるものとする。若年世代の労働

供給は非弾力的であるから、このような年金の徴収の形態は、若年期に獲得した勤労所得

に対して、一定の社会保障税を課 しているとみなすことが出来る
4。

イントロダクションでも述べたように、年金給付の際の所得テス トの存在、又は、Boskin

(1977)ヤこよって指摘された 「年金制度とは退職後の個人に対して所得を補助 し、働き続

けることに対しては暗黙のうちに課税を行うような制度である。」という点から、本稿で

考察する年金給付の仮定は正当化されるであろう。

このような年金制度は、老年期の余暇需要、即ち退職の決定に補助を与えるものと解す

ることが出来る。このような形で、余暇と消費のあいだの相対価格に歪められる時には、

年金制度のもとでの退職の時期は早められる、即ち余暇需要の大きさが増大すると直観的

には考えられるであろう。ところで、その直観は、果たして常に正しいのであろうか。第

4節及び第 5節で、この問題に関する考察を行おう。まず、この節では、このような年金

制度のもとで社会厚生を最大化するような資源配分を導出する。これを導出する際には、

次の 2段階に問題を分けて考察する。第一段階では、政府の行う年金政策、具体的には■

及びbtの値、を所与とした上で達成される市場均衡を導出する。第二段階においては、政

府が、自らが選んだ年金政策のもとで達成される、市場均衡の資源g・L分についての情報を

織 り込んだ上で、社会厚生を最大化するように年金の規模を決定する問題を考える。政府

による介入が相対価格を歪め、資源配分に対して中立的ではないといった政策のもとでの

社会的最適を考察するという意味で、この問題は、次善的資源配分 (second― best」 location)

の問題であるとみなすことが出来る。

4も
し、老年時の勤労所得に対しても年金徴収が行われるようなモデルを考えたとしても、定性的な結果は
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まず、第一段階として、競争均衡における資源配分を記述する。この経済には資本が存

在しないので、Samuelson(1958)も 指摘しているようにこの経済においては異世代間での

私的貸借は一切生じない。したがって全ての期では均衡における私的貯蓄は0である。換

言すると、均衡利子率は、私的貯蓄の量が 0となるような水準に決定される。このことを

考慮した上で、個人の効用最大化問題を記述すると次のようになる。

MAX U=u(Cit)+β u(c2+1)+V(イ 1+1)β ∈(0,1)
SutteCt tO Clt=W it~at

C2t+1=(1-イ t+1)。 w21+1+bt+1・ イt+1

但し、第 0期に存在する老年世代に関しては

MAX  U=β u(C20)+V(イ 0)
suaect to c20=(1~イ o)。 W20+bO・ イ0

である。ここでwit及びw21+1はそれぞれ、世代 tが第 t期 (若年期)及び第 t+1期 (老年

期)に受け取る賃金率を表わしている。各個人は、年金政策の変数at及びbt、 及び、市場

賃金率wit、 w2t+1を所与として行動する。最適解が内点解で決定されると仮定
5したならば、

第 t期に成立する一階の条件は以下のようになる。

v′
(′t)=帥

′
(c2t)・ (W2t~bt)

C2t=(1~イ
t)。
W2t+bt・ イ

t

政府の予算制約がat=bt・イtで表わされることを考えると、第 t期における消費、及び退職

期間に関する需要はcit(Wh,bt)=wlt― bt。イt、 c2t(W2t,bt)、 イt(W2t,bt)と それぞれ表わされ

る。また、政府予算式を考慮すると、均衡における年金政策は{at,bt}t=0,1._の 代わりに

{bt}t=0,1.… と表わすことができるので、以下ではそのように表わすことにする。

ここで、∂〃t(w21,bt)/∂ W2tと∂ιt(w2t,bt)/∂ btの符号に関して検討する。一階の条件 (11)、

(12)を用い、これらをイt、 bt、 w2tに関して全微分を行うことによって次の式を得る。

[V′

′十β(W2t~bt)u″ ]d″t-1-u′ +(W2t~bc)′ tu″ ldbt―旺u'十 (W21~bt)(1-4)u″ },2t=61

本稿の場合と同一になる。
5こ
れが満たされるためには、w21~bt>0が成立することが必要である。

(10)

(11)

(12)
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これより、∂イt(W2t,bt)/∂ W2tと∂イt(w2t,bt)/∂ btは次のように表わされる。

畿=治ldwa=。 =亘義窯訴群押

蒜=洗[、Ю=

liliti∬墓ξ:[tti[11顧見T戦頃露ili「観社]_、で

言ililこ昴itt,二月iill:fll[lllf」 lf晨こI:luj喜】[量[Flこ

属属II竃1lli∬lif[｀しri槽魃£』『121i翌 1ャよ馨I撃1な
こ1倉「醤I[[[:[「F[li:L'I唇霞Ё彗彙瞥醤言::サ曇illよi][:
に
基璽|:軍言£[「』〕II[「』:r塚[[彗〔[与ることを目的にする。したがって、
2香機[1堡[〔曾言li季督1:こ鼻]『I:竃二i
tX曇彙二tiiliま曾副:ヒ:|[[|]野まξ(f,:]]]「F」Jあ

る。第t期におい

の1倉黒:311:こ『」FttI屁壽9「算EIti与 :曇詈:場[≧彙I質 |:鼻[軍
[[][:義言曽美11こ】[[憩[il環貸:F量[墓警10[][1量[1「Eふ番

I[1「曇:i[[][曇曇「][骨L瞥優は[ll二、をFitillF,Ifi[
:131[う:E暑真【1:F:』]|:11享 ::I黒見【][会:予

算制約式及び、他
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■(Lメ ,Ld)=wit及びら(Lメ ,Ld)=w2tヽ 労働市場均衡条件、そして、余暇に関する需要

関数より、次の式を得る。

wlt=Fl(Ll― イt(W2t,bt)),

W2t=■
(1,1-イt(w2t,bt))。

陰関数定理を適用することによって
6、 市場賃金がwit=wit(bt)、 W2t〓 Wa(bt)と 表わされ

る。また、これを用いることで、第 t期における競争均衡における資源配分はそれぞれ

Clt(bt)=Clt(Wlt(bt),bt)=Wlt(bt)一 bt・イt、 C2t(bt)=C2t(W2t(bt),bt)、  ′t(bt)=イ t(W2t(bt),bt)

と表わされる。これで年金政策の規模がbtで あるときの、民間市場での行動を記述し終え

た。

ここで、年金規模btが変化したときの、均衡資源配分に与える影響を検討する。市場賃

金に関しては、 (13)及び (14)式と、イt(bt)=イ t(W2t(bt),bt)を用いることによって次の

式を得ることが出来る。

Wit(bt)=―F12(1,1~イ
t)。イt(bt)

Wちt01)一吻(1,1-ι t),4←t)     10
wit(bt)と wat(bt)との関係については、 (4)式と (15)及び (16)式より、

wit(b.)+wit(bt)。 (1-′t)=0           (17)

が成 り立つ ことがわかる。また、余暇需要、即ち市場で老年世代が選択する退職の期間は、

イ1(bt)=(∂ιt/∂ W2t)° Wケt(bt)+(∂ιtノ∂bt)で示される。 (15)式及び (17)式を用いて、イI(bt)

を次のように表わすことが出来る。

(1の

(14)

(15)

個 = 1鋤

式中に表われるイb及びイwは、それぞれ (∂イt/∂ bt)、 (∂イt/∂ W21)である。これらの符号に関し

ては、先に検討したようにイb>0、 イwく 0である。また、F12≧ 0であることを考慮すると、

イ:(bt)の符号は正である。つまり、この設定のもとでは、年金の拡充にともなって、市場均

衡における退職期間は増加することになる。

・ 陰関数定理が適用されるためには、1+■2(∂イt/詢 2t)=0が満たされなければならない。実際、Ьぅ及び

(∂′t/∂ W2t)の符号はそれぞれ、非正及び負であることからこの不等式は成立する。



さて、本論に議論を戻そう。次の第二段階では、政府が、自らが選んだ年金政策のもと

で達成される、均衡資源配分についての情報を織り込んだ上で、社会厚生を最大化するこ

とを考える。政府は、以下で示される社会厚生関数 Wを最大化するように(bt}t=0,1,… を選

ぶものとする。

W=β ・u(免0(b。 )卜 V(イo(bo))+Σ β
好 1[u(Clt(bt))+β

u(C2好 1(bt+1))+V(`t+1(bt+1))]
t=0

∞

=Σβtiβ・u(clt(bt))+β u(C2t(L》 +V(イ t(bt))]
t=0

ここで便宜上、Wtを次のように定義する。

Wt(bt)=β ou(qt(bt〕 +β u(C2t(bt〕 +V(イ t(bt))

これは、ある 1期間に得られる社会厚生の値である。このWtの定義を用いることによって、

社会厚生関数Wは
∞

W=Σβt・ Wt(bt)
t=0

と表わされる。Wをゃth=。,1,_について最大化するという問題は実際のところ、各期におい

てWtを btに関して最大化することと同値である。Wtは btについての凹関数であると仮定

するならば、この問題に対する1階の条件式は、次のように表わされる。

Ⅵ (bt)=β u(qt(bt))。 qt(bt)+β u(c2(bt))。 Cちt(bt)+プ (イt(bt))。 4(bt)=0

(11)及び (12)式を用いると、上の式は

β<%← t凛 1-46t》嘔 tlD+4← t]+βゴ←・ 6t班嶋 ←0-4←∂
―、4← t鴻 =0れ勁

と表わされる。この (19)式に対する解釈は以下のように示される。第 1項で表わされて

いるβゴ(Ot(bt))I(1-イ t(bt))wう t(bt)+4(ヽ )]は、年金給付btが限界的に増加した時の老年世

代の受取額の増加イt(bt)及び、賃金が変化し、勤労所得の変化が変化したことを通じて得ら

れる効用の変化分を示している。一方、第 2項中のu′ (clt(bt))[wit(bt)一ιt(bt)― btイ1(bt)]は、

同じくbtが限界的に増加した時の若年世代の効用の変化分を示している。社会的には、若

年世代の効用は、同時期に存在している老年世代のそれに比べて、βの率で割り引かれる

ことになる。したがって、 (19)は、年金政策が最適に実施されているときには、老年世
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代が受け取る効用の増加分と若年世代による効用の減少分の社会的な評価が均等化する、

換言すれば、追加的な社会厚生の増加分が 0となるところで給付額が決定されることを表

わす。ところで、 (19)式の第 2項目に表われているbt 4(bt)は、このような年金制度によ

ってもたらされる歪みであると解することが出来る。これについて少々検討してみる。年

金給付が増加することによって、老年世代の余暇需要がイ1(bt)だけ変化する。年金の給付は

退職の期間の長さに比例的になされるので、これに対する追加的な給付が必要となる。言

い換えると、若年世代に対して課される年金保険料が、同額増加することになるのである。

今、 (19)式の解をb:と表わすことにする。本稿では、このb:の値は正の値をとると仮

定する
7。 これは、この経済に年金制度を導入することで、社会厚生が増加することを意味

する。このことが本稿における、年金制度が実行される根拠となる。第 t期におけるこの

ような相対価格を変化させ、資源配分に歪みをもたらすような年金制度のもとで達成され

る最適な資源配分はcl tt qt(b:)=clt(Wit(bl),b:)、 cL=ca(bl)=斃 t(W2(b:),bl)、

ど=4(b:)=イ (w2(bl),b:)とそれぞれ表わされる。

5 社会的に最適な退職期間と年金制度の下での退職期間との比較

この節では、「第4節で考えた様な公的年金制度が実施された場合には、そのもとで選

ばれる退職の期間は、常に社会的に最適な期間に比べて長いといえるか。」という間を考

える。結論からいえば答えは否である。即ち本稿で考えている様な、余暇需要 (退職の期

間)に対して本質的に価格補助を与えているような年金制度のもとでも、選ばれる退職の

期間は、社会的に望ましいそれに比べて短くなる可能性はある。余暇の価格の下落 (即ち

年金給付額btの増加)に伴つて余暇需要が減少するケース、つまり余暇需要が後方屈曲的

(backward bending)で ある場合に、そのようなケースが生じるであろうことは、さほど驚

くに値しないかもしれない。しかし、ここで主張することは、余暇需要が後方屈曲的では

ないと仮定している本稿のケースでも、上に述べた結論が成立するということである。こ

の結論を理解するためのポイントは、この年金制度によって発生する歪みの効果が、消費

7も
し、老年世代の労働者の賃金水準が、若年世代に比べて、相対的に低いような場合には、若年陛代から
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と余暇の相対価格を変化させるものとは別に、もう一種類存在 していることを認識するこ

とである。その効果の存在は、既に (19)式を説明する際に指摘している。この歪みの効

果によって、若年世代から老年世代に対する所得移転が、社会的に望ましい場合に比べて

十分にはなされなくなる。この 2つの効果によってもたらされる影響について以下で考察

する。

一つ目の、余暇と消費との間の相対価格を変化させる効果によって、個人の退職時期の

選択に歪みを与えることは (■)式に反映されている。その結果、市場均衡における決定

される退職の時期は、 (18)式に反映されているように、年金給付額btの増加に伴つて増

加する。

次に第二の効果を検討しよう。bt 4(bt)が正の値をとることに注意するならば、 (19)式

より、u'(cit)く u′ (c〕t)が成立する。u″ く0であることに注意するならば、年金制度の下での

若年世代と老年世代との消費量について、cit>catが成立することがわかる。一方、社会的

に最適な資源配分(■st―best」location)のもとでは、u′ (cit)=ゴ (4t)、 即ち、cit=4tとな

ることが (8)式から確認することができる。これらのことから、btイ1(bt)の存在によって、

若年世代から老年世代に対する所得の移転が、年金制度のもとでは十分になされていない

といえる。所得の十分な移転を妨げるこの効果は、経済で選ばれる退職の期間を短くする

方向に作用する。このように2つの相反する効果が存在しているために、年金制度のもと

で選ばれる退職の期間だと、社会的に望ましい資源配分のもとでの退職の期間だとの大小

関係をアプリオリには述べることが出来ない。このことに関する、より分析的な説明につ

いては補論 Aに示す。

今述べたことを図 1及び2を用いて説明してみよう。図中に表われているイは、年金給

付額btが 0の時、即ち、年金による所得移転が全く行われないもとで選ばれる退職の期間

を表わしている。このような場合には、勿論、相対価格は歪められていない。脚注の6で

も述べたように、bt=0の時点から年金給付を増やすことによって、社会厚生は増加すると

本稿では仮定している。よって、bt=0の ときに個人が第 2期目に直面する予算制約式と、

老年性代に対して正の所得移転を行うことによって社会厚生を増大させることができる。
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社会的に最適な資源配分を実現する場合の予算線
8とを比べると、前者の予算線のほうが下

方に存在することになる。余暇が正常財であることを考えると、ιl>イが成立することは

容易に示される。btの値が大きくなるにつれて、図に描かれているグレーの線に沿つて′t

の値は上昇する。これは (18)式から得られる結果に対応している。また、老年世代によ

る労働供給量が減少することに伴つて、均衡におけるw2tの値が上昇することが (16)式

よりわかる。結果として、btの値が大きくなるにつれて、個人が老年期に直面する予算線

は上方にシフトすることになる。

だとイとの大小関係については、年金の給付額がどれぐらいなされるかに依存する。前

にも述べた通 り、若年世代から老年世代に対する所得移転の額は十分には行われない。も

し、この所得移転の額が非常に小さいようなときには、図 2に示されているようにご くイ|と

なる。それ以外のケースであるならば図1に示したようにご>イ|が成立する。もし、イ:と

イ|と を直接に比較するならば、代替効果 (これは余1限と消費の相対価格が変化する効果に

よる)と所得効果 (これは主に、不十分な所得移転の結果として発生する)とが反対方向

に働いていることを読み取ることが出来る。もし、所得効果の方が代替効果の大きさを上

回るようであるならば、ι:く イ:が生じることになる。

6 だくイ:が成立するような数値例

この節ではイ:く イ|となるような数値例を示す
9。 この例で用いる設定は、今まで本稿で行

ってきた全ての仮定を満たす。このことは容易に確かめられる。本節での目的は、ど くイ:と

なるケースは、非常に自然な設定のもとで起 こりうることを示すことである。

生産関数 FはYt=F(Lメ ,Lメ )=4Lメ +2Ldとする。これよ り、■2=0ヽ Fl=w.=4、

■ =W2t=2となることがわかる。又、個人の効用関数U=(cit)3/4+(斃 t+1)3/4+(ィ眸1)3/4と

8仮
に、若年世代から老年世代に対して、正の一括的 (lump‐sum)な所得移転が行われるならば、そのもと

で、社会的に最適となる様な資源配分が達成される。 (イ ントロダクションにも示したように、本稿では、

年金政策のもとで、このような所得移転はなされないものとする。)
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特定化する。ここでは計算を簡単に行う目的でβの値を 1と置く。市場均衡で決定される

賃金は、この場合にはwit(bt)=4及 びw21(bt)=2であること、また、政府の予算制約式が

at=bt。 イtであることを考えると、競争均衡における資源配分は、それぞれ次のように計算

される。

c1,(u,)= 4-
b,4-8b,3 +z4b12 -33b, +18

z$'-zf
吻←t)=

2bt

/,(b,) =
bt4_8bt3+24bt2_33bt+18

上の結果を用いて社会厚生関数Wt(bt)は次のように表わされる。

Wt(bt)=(c.(bt)ア
/4+(乾

t(bt》

3/4+レ
t← t)ア
/4

ここで得られているιt(bt)についてはbtについての増加関数である。また、Wt(ヽ )に関し

てはbtに関して強い凹関数となっていることも確かめれる。よって、Ч (bt)=0を解くこ

とによってb:を得ることができる。b:の近似値は0.120035と 求められるので、b:>0の仮

定についてもこの例では満たされる。ここからだ=イ(b:)=0.139169と 求められる。

一方、社会的に最適な資源配分は次の問題を解くことによって求められる。

MAX Wt=(Cit)3/4+(勉 )3/4+(ィ tァ
/4

,t. qt+ca=4+2(1-イ t)[=11,1-イt)]

これを解 くと(cit,cl,イ |)=(48/1z48/17,3/17)を 得ることができる。故に、この場合には

ご くイ:が成立する。この結果は生産関数や効角関数の形が少 し変化したとしても依然 とし

て成立する。

7 結論

本稿では、生産を含んだ一般均衡モデルの枠組みで、年金制度が実施された下での退職

9本
節の数値例計算は PPlarrlerPlaricaを 用いて行った。
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行動を、社会的に最適な資源配分のもとでの退職行動と比較してきた。その結果、年金制

度によって、退職行動に対 して価格補助を与えられているときのほうが、退職期間が、か

えって短くなる可能性があることを示した。このような場合、もし、政府が公的年金制度

と同時に、個人の退職年齢を遅くするような政策とを実施したならば、その結果、社会的

に望ましい資源配分との格差はますます広がることになる。換言すれば、そのような政策

を実行することは、社会厚生の値が更に減少することがありうるということを意味する。

また、本稿で得られた結果を一般化 して述べたならば、次のように表現することができ

る。たとえ、政府が財の相対価格を歪ませて、ある特定の財に対 して価格補助を行ったと

しても、相対価格を歪ませないような政策を行った場合に比べて (即ち価格補助を行って

いない場合に比べて)、 常にその財の消費量が大きくなるとは限らないといえる。

本稿はいくつかの面で設定を拡張することができる。例えば、本稿で仮定されている資

本が存在 しないという点を修正することが考えられる。資本をモデルの中に入れることに

よって年金制度の下での貯蓄量の議論や経済成長の考察を行うことができる。第 4章では、

経済に貯蔵技術を導入したときの、退職行動や貯蓄に対する影響を考察している。又、他

には、労働市場が完全競争的であるという仮定置く代わりに経済全体の労働雇用量が制限

されており、若年世代と老年世代の雇用機会の間に競合が生じるケースのもとで、公的年

金の役割について考察することも興味深いであろう。
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補諭 だとイとの比較 (よ り解析的な考察 )

補論 A

まず初めに、blをイt(bl)=イ を満たす年金給付率であるとする。即ち、もし政

府がbiを年金の規模として選択したならば、そのもとでの退職の期間は、ちょ

うど社会的に最適な資源配分のもとでの退職の期間と一致する
1。 blの もとでの

若年及び老年世代の消費量をcl.(bl)及 びc2t(bl)と 表わす。だとイとの大小関係

の比較はЧ (bl)に関する考察、とりわけそれの符号を検討することで得られる。

Wt(bt)が凹関数であると仮定しており、またイ祇bt)>0が成り立つことを考慮す

れば、もしWI(bl)>0で あればbiく b:となり、したがってだ>イ|が成立する(図

3参照)ことになる。もし反対にWf(bl)<0であればbl>b:となり、したがって

ごく′:が成立する (図 4参照)。

(19)式及び、 (17)式を用いることにより、Щ

`(bI)は

次のように表わされる。

Wィ(bl)に関する符号を検討するわけであるが、このままでは分析が困難である

ので (20)式を (21)式の形で書き直すことにする。

V嗜
(bl)==β
u(乾 t(bl))I… Wit(bl)+イ :(bi)l― βu′

(Cit(bl))l―
Wit(bl)+′ t(bl)+bl・ ピ1(bl)](20)

*

Wl(bl)=り
;… bl・
βuifイ|121可2+bi(1+C(bl))}… Fttl

可=らは,1-イ|)、 魂 =■2(Ll~イ :)、 u∫ =uてcit)=uて 4t)、

e(bl)=ィt(bl)/(イ t(bl)。 bl)である。c(bl)については余暇需要の年金給付額に対す

(21)

i bIの
もとでは、選ばれる退職期間のみが社会的に最適な資源配分と一致する。つまり、消費

量cit(bt)、  C2t(bt)に関しては社会的に最適な資源配分とは一致しない。この点に関しては、
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る弾力性の逆数をblで評価したものである。blの定義より、

島Ъ=F12[=F12(1,1~4)](F12と はbtのもとで達成されるF12の値)、 また

可 =ら [=■(1,1-イ t刀 である。 (20)式から (21)式への変形の過程は補論 Bで

示している。W:(bl)の符号は (21)式の角括弧の符号に依存することになるが、

しかし、これの符号はアプリオリには決定しない。

補論 B

ここでは (20)式から (21)式の導出の過程を示す。年金給付額がbiの下で

達成される競争均衡資源配分を(clt,C2,″ t)で表わすことにする。

補題 :clt>Cl及 び caく 場 が成立する。 ここで△c=ch― Cit(△c>0)と 定義す

ればcL― c3t=一△cが成立する。

証明 :イ|と citと の関係については (11)式で表わされている通りである。今、

イt=イ l、 w2t(bt)=ら [=■ (1,1-イ t】、■=嘔 [=ら (1,1-イ】であることを用いる

な らば次の式が成立する。

V′
(イ
|)=βu′ (Clt)・ (F:―

bi)                         (22)

他方、イ:と c:tと の関係については (9)式で与えられている。つまり、

V′
(イ
l)=βu′ (C:t)・

F」                             (23)

が成 り立つ。 (22)式 と (23)式 とを比較 した時に、 u′ >o及び u″ くoであるこ

とを用いたならば、citく c:tが成 り立つことがわかる。財市場の均衡条件式は、

ch+鯵t=F(1,1-4)で表わされる。 (これは第 t期に生存している若年及び老

年世代の予算線から得ることができる。)他方で、社会的に最適な資源配分の

補論 Bの中の補題で示される。
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もとでの資源制約式はcit+4t=F(1,1-イ |)である。blの定義より、

F(Ll―′t)=F(1,1… イ[)であるから、clt+セt=Cit+citとなる。    証明終

ギず一F―ず)πf ttC    129p

の関係が成立する。この (29)を用いて (28)式を書き直せば

ヽヽ(bl)=青 βuifI(2FL+2bl― Rf)・ イ(f+2イ[I       (30)

となる。最後にc(bi)=ι t(bl)/(イ t(bi)。 bl)を用いると、 (21)式が導出される。
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第 4章  公的年金制度のもとでの貯蓄及び早期退職

要約

本稿では、健康状態に関して同質的でない個人によって構成されている経済

のもとで、公的年金制度の拡充が個人の退職行動及び経済全体の貯蓄量に与え

る影響を、世代重複モデルを用いて理論的に考察する。

この考察から導かれた主要な結果は以下のように要約できる。第一に、年金

制度の拡充によって個人の労働供給は必ずしも減少せず、公的年金と私的貯蓄

との収益率の比較がこの結果に対して重要な役割を果たすことが分かった。第

二に、経済全体の貯蓄は公的年金の拡充によって常に減少するわけではなく、

特に公的年金の拡充に伴つて退職者が増加するような場合には、総貯蓄はかえ

つて増加する可能性があることが示される。

また、本稿では公的年金の拡充が、資源配分の効率性や公平性の観点からど

のように評価されるかについても考察する。

1 イントロダクション

公的年金の拡充によって、マクロ的な経済変数に対して色々な影響が出てく

ることが考えられるが、特に高齢者の労働参加率及び経済全体の貯蓄への影響

については、実証的な立場からの研究が多く蓄積されている。これらの研究に

よつて、公的年金の拡充が高齢者の退職の時期を早め、それが年金財政の問題

を引き起こしていること、また、公的年金の拡充は経済における貯蓄量を減少

させるということが通常は主張される。第 1章でみたように、前者の主張につ

いては、例えばBoskin(1977)や Quinn(1977)や Bazzoli(1985)等を挙げる

ことができる。一方、後者に関する議論は、例えばFeldstein(1"4)や KotlikJf

(1979)な どがある。



本稿の目的は、世代重複モデルを用いて、公的年金の拡充が人々の退職行動

及び経済における総貯蓄に与える影響を、一般均衡分析の立場から論 じること

である。このようなアプローチをとっている先行文献には Hu(1979)が存在す

る。この論文では、公的年金の拡充が退職行動や総貯蓄に対 して与える要因と

して重要となるものは、労働供給や貯蓄に関する弾力性の大きさであることを

示している。その上で、公的年金の拡充が理論的には、退職行動をかえって抑

制したり総貯蓄をかえって増やすような場合もありうることを示した。

本稿でも、Hu(1979)と 同様の結果を導出するが、その際の解釈は、公的年

金と私的貯蓄の収益性の観点からなされるのが、第一番目の相違点である。

Hu(1979)で は個人は全て同質的であると仮定しているが、本稿では、個人

は健康状態に関して異質であると考える。これは、Quinn(1977)や Bazzoli

(1985)等 によって、退職行動を考えるときには、健康状態についての考察も

無視することはできないとの指摘を踏まえている。本稿では、人々の間に存在

する健康状態の相違を、明示的にモデル化する。そして、その上で、年金の拡

充によって発生する効果を論じることにする。本稿でも、第 2章や第 3章 と同

様、公的年金としては、賦課方式の年金を考え、また、年金給付は老年世代の

うち、退職 している者にのみになされると仮定する。賦課方式の公的年金の収

益率は、各個人が支払った保険料総額と受け取る年金給付額との比率によって

計算することができる。勿論、年金保険料を支払つている人数が、年金を受け

取っている人数に比べて多いほど、公的年金の収益率は大きくなる。本稿では

各世代の人口数は一定であるという仮定のもとで考察を行うが、老年世代のう

ち、退職している者と働き続けるものとの割合が、公的年金の収益率を決定す

ることになり、それがマクロ経済に影響を及ぼすことになる。

本稿は次のような構成になっている。第 2節で、考察の際に用いるモデルの

説明、そのもとでの競争均衡の導出、及び年金拡充時の各個人の消費及び貯蓄

に関する変化について記述する。第 3節では、公的年金の拡充が、老年世代の

退職行動に対して与える影響について論 じる。続く第 4節では、公的年金の拡
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充が経済の総貯蓄に対して与える影響について検討し、次の第 5節では、公的

年金の拡充が経済の資源配分の効率性や公平性に与える影響に関して考察する。

そして、最後の第 6節で、結論を述べる。

2 モデル

2-1 基本モデル

個人が 2期間生存するような世代重複モデルを考える。各世代の人口数は一

定であり、それは10,1]の連続体によって表わされるとする。全ての個人は若年

期には等しく健康であるが、老年期には様々な健康状態に直面するものとする。

ここでは老年期における健康状態を、パラメーターhによって表現する。hは 0

から 1までの間に一様に分布し、この値が大きいほど健康であるとする。即ち h

=0である個人がこの経済の中で最も健康状態の悪い人間であり、他方、h=1

である個人が最も健康状態の良い人間であることになる。尚、本稿では各個人

は、自らが老年期に直面する健康状態に関しては、若年期において既に知って

いるものとする。換言すれば、健康状態に関する不確実性は存在しない。

各期に存在する財は 1種類であり、これは貯蔵技術によって将来に持ち越す

ことが可能であるとする。この貯蔵技術の収益率は一定であり、これを 1+rで

表わすことにする。若年期には全ての個人が非弾力的に労働供給を行い、wlの

賃金を得る一方、老年期には働き続けるか退職するかについての選択を行 うこ

とができる。働き続けることを選んだ個人はw2の賃金を受け取るが、退職 した

場合には賃金の代わりに年金を受け取ることになる。

本稿では賦課方式の年金制度について考察する。若年世代からa単位の財を一

括的に年金保険料として徴収し、老年世代のうち、退職をしているものに対し

て b単位の財を一括的に支給すると考える。後で示すように、aと bとの間には

正の相関関係があるので、本稿では年金保険料 aによって年金制度の規模を表
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わすことにする。

若年期の消費をcl、 老年期の消費をc2ヽ 老年期の余暇をιとした場合の、健康

水準が hの個人の効用水準を

u(Cl)+βu(c2)+V(で ,h)

で表わす。関数 u:況+→ 飢は2回微分可能であり、u′ >o、 u″く0、

limけ。uてc)=∞ 、limc_∞ピ(C)=0であると仮定する。関数 vについては、その

中の変数である余暇消費ιがとりうる値は、本稿では0(老年期に働き続ける)

か 1(老年期には働かない)かのいずれかであるが、便宜上、[0,1]上で定義さ

れているものとする。即ちv:[0,1]2→ 飢とし、2回連続微分可能であるとする。

また、vの微係数に関してはh∈ [0,1]についてvh>0、 イ∈[0,11にっいて vι >0、

及びvム <0を仮定する。最後に示した仮定に関しては、健康状態の悪い者程、

余暇からの限界効用が大きいということを述べているが、この仮定の妥当性に

関する議論については、第 2章で示した通りである。

2-2 各タイプの個人の最適化問題

本稿では、老年期に働くことを選択した (`=0)個 人のことをタイプ 0の個

人、退職することを選んだ (イ =1)個人のことをタイプ 1の個人と呼ぶことに

する。各個人がタイプ 0の個人になるか、それともタイプ 1の個人になるかは、

個人の直面している健康状態及び、公的年金の拡充度に依存することになる。

ある個人がいずれのタイプの個人になることを選ぶかに関する問題、換言すれ

ば、個人の労働供給に関する意思決定の問題については後に述べることにして、

まず各タイプの個人の消費や貯蓄量に関する記述を行う。政府は、年金保険料

の徴収は全ての若年世代から一括的に行い、それを退職をしている老年世代に

一括的に支給する。

働くことを選択した個人 (タイブ0の個人)の解く最大化問題は、以下で表

わされる。
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maX  u(C♀ )+β u(c3)・ v(0,h)

s.t.イ =wl― a一 x°           (1)
C3=W2+(1+r)X°                    (2)

c♀≧0,  c8≧ 0,  x ≧0

ここで c♀ 、 c8、 x° はそれぞれタイプ 0の個人の若年期の消費、老年期の消費、

及び貯蓄量を表わす。

他方、退職することを選択した個人 (タイプ 1)に関する問題は、次のよう

に表わされる。

Inax  u(cl)+β u(cち )+v(1,h)

,t。 4=wl― a_xl           (3)

cL ‐b+(14r)Xl                   、 (4)

CI≧ 0,420,Xl≧ 0

ここで ci、 cち 、xlはそれぞれタイプ 1の個人の若年期の消費、老年期の消費、

及び貯蓄量を表わす。

タイブ 0、 タイプ 1の個人の消費及び貯蓄に関する意思決定は、それぞれ健

康状態とは独立に決定されることになる。タイプ 0の個人の効用最大化条件は、

u′ (c♀ )≧ (1+r)卜
′
(C3)   (X° >0の時は等号成立)  (5)

及び (1)と (2)によって表わされる。任意の O≦ a≦ wlの もとでこれらを満た

す解は一意的に存在するので、これを{cP(a),c8(a),x° (a))によって表わすことに

する。

タイプ 0の個人が選ぶ貯蓄 x°が内点解となる条件について検討しておこう。

まず、
十器多
くβ(1+r)が成立すると仮定する。これは、公的年金制度が存在し    1

ていないもとでは、タイプ 0の個人は自発的に貯蓄を行うことを意味する。こ

れが成立するときには
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Ψ
=β(1+r)

を満たす五が 0≦五<wlの範囲に一意的に存在する。このとき、[0,五 )の範囲の

aの値については内点解 x° (a)>0、 [I,wl)の範囲の aについてはコーナー解

X°(a)=0が成立することになる。尚 (図 1)に今の結論を図示している。

次にタイプ 1の個人の効用最大化問題を考える。タイプ 1の個人が余暇から

得 られる効用は、タイブ 0の個人のそれよりも大きい。したがって、もし

W2≦ bな らば、全員がタイプ 1を選択 してし、問題自体が自明となってしまう。

したがって、本稿ではw2>bの場合に議論を限定することにする。

タイプ 1の個人の効用最大化の一階条件は (3)と (4)及び

uて4)≧ (1+→βuてCb (xl>0の時は等号成立) (5)

となる。任意の 0≦ a≦ wl及び 0≦bのもとでこれらを満たす解は一意的に存在す

るので、これを{cI(a,b),4(a,b),Xl(a,b)}に よって表わすことにする。効用関数

が加法分離型で表わされていることより、現在及び将来の消費が共に正常財で

あることに注意すると,w2>bの場合には、cI(a,b)く C?(a)、 換言すると

Xl(a,b)>X°(a)が成立する。即ち、x° (a)>0が成立しているときにはxl(a,b)>0

は必ず成立することになる。 (図 2)は以上の議論を図示している。

2-3 競争均衡の記述

前節では、ある個人が老年期に労働供給を行うか否か、即ちタイプ0とタイ

プ 1と のいずれを選択するかという問題を考慮しなかった。この節では、この

タイプの選択に関する問題を考察し、また、経済における競争均衡を導出する。

まず、健康状態が hであるような個人における、退職していることと働き続

けることとの違いから生じる余暇消費に関する効用の差を、関数 g:[0,11→ 飢に

よって定義する。即ち
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g(h)ヨ V(1,h)一 V(0,h)

である。vに関する仮定よりgは微分可能であり、g(h)>0及び gて h)く oが成立

する。

年金保険料 aと年金給付額 bの組合せ (a,b)によって年金政策を記述するこ

とが可能である。各個人はこの政策を所与と考えて行動しているが、その場合

のタイプ 0及びタイプ 1の個人の消費から得られる効用をそれぞれ U° (a)、

Ul(a,b)とすると、それぞれ次のように表わされる。

U° (a)=u(c♀ (a》 +β u(C3(a》

Ul(a,b)=u(CI(a,b》 +β u(CL(a,b》

いま、年金政策 (a,b)の もとで、健康状態が h*の個人について

uo(") - ul(a b; = g1h*) (6)

が成立しているとする。このとき健康状態がh*の個人はタイプ 0になることを

選ぶこととタイプ 1になることを選ぶこととは無差別となる。他方、hく h*の健

康状態の個人は、このときタイプ 1(退職を行う)になることを選び、h>h*の

健康状態の個人はタイプ 0(働き続ける)を選ぶことになる。hが[0,1]上に一

様に分布していることを考えると、老年世代のうち、タイプ 0、 タイプ 1の個

人の数は、それぞれ1-h*及びh*である。

もし、U° (a)一 Ul(a,b)≧ g(0)であるときには、老年世代のうち全員がタイプ 0

を選択し、U° (a)― Ul(a,b)≦ g(1)で あるなら全員がタイプ 1を選ぶことになるが、

本稿ではh*は 0くh*<1の範囲に存在する場合に議論を限定する。即ち経済に存

在している老年世代のうち、働いているものと退職している者の両方が、存在

する場合を前提に分析する。

年金政策 (a,b)を政府が実行するときには、政府の直面している予算制約を

考えることが必要になる。即ち、aと bと の間には

*

a=bh (7)

が成立する必要がある。年金規模が aでぁる経済における均衡は、したがって、
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(6)と (7)と を両立させるような b及びh*によって記述されることになる。

そこで以下では競争均衡における b及びh*の決定に関して考察しよう。

まず、年金保険料 aの変化によって、競争均衡における退職者h*がどのよう

に変化するかを考える。0<aく wlを満たすaの各値に対して、関数

亀:(Ql]→ 飢を

fa(b)=UO(a)一 Ul(a,a/h)   (8)

で定義する。ちは hに対 して強く増加的であることはご (h)=(a/h2)uL>。 (U古

はUlを第 2変数で偏微分したもの)によって分かる。又、Hmh→。亀(h)=― ∞も

成立する。更にh=a/w2の時には、亀(h)=0となるが、b<w2であるからa/w2<1

となる。このことから、退職することと働くこととが無差別になるような健康

水準は

亀(h(a》 =g(h(a))

を満たすh(a)の値として、0く h(a)<1で一意的に決定される。

次にa=0であるケース、即ち公的年金制度が導入されていない場合を考える。

(この場合 bの値も0である。)このとき、関数 f。 (h)を

fO(h)=U° (0)― Ul(0,0)

と定義すると、f。(h)>0であり、かつ定値である。f。(h)=g(h)を 満たす hを h(0)

とすると、これは 0く h(OX lに 一意的に存在する。

以上の議論から得られた、年金保険料 aの もとでの退職者数h*を表わす関数

L[0,Wl)→ (Ql)は連続関数となる。このことは亀に関する、以下の性質から確

かめることができる。任意に hを 0<h≦ 1の範囲から選んで固定する。年金保

険料 aを 0へ単調に変化させて行くと、ちは0<h≦ 1の全域においてf。 に各点

収束する。また、hを固定しているもとでは、関数亀(h)は aに関して連続である。    `

年金保険料 aの もとでの競争均衡において実現する年金給付額 bを、b(a)で表

わすと、これは
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b(a)=雨 (9)

で定義される。h(a)は連続で、かつ 0く h(a)<1で あることより、Ka)は連続関数

となる。また、 b(0)=0が成立する。

以上の議論によつて年金制度の下における競争均衡が記述された。以下では、

年金制度の拡充によって競争均衡資源配分がどのように変化するかを考える。

先に述べたように、本稿では b<w2を 分析の前提としている。今、b(a)=W2を 満

たす aを a+と表わすことにする。後述のように、Ia)は aの増加関数であるこ

とが示されるので、0<aく a+の範囲の aに関して b(a)くW2が成立する。尚、以

下では分析を単純にするために、各タイプの個人の貯蓄が内点解である場合に

限って議論を行うことにする。即ち、年金保険量 aを 0≦ a≦ minれ,a)の範囲に

限定して分析を行う (図 4参照)。

2-4 年金政策の各タイプの個人に対する消費、貯蓄に関する影響

ここでは、年金政策の拡充 (aの増加)に ともなって、競争均衡資源配分での

各タイプの個人の消費及び貯蓄がどのように変化するかを検討しよう。

タイプ 0の個人については

警 =T:テ [―β(1+r)2u″ (C3)]く 0

1:;=十 Hl十
rrて CP】く0

4-u"("1) . o
dx0

(10)

(11)

(12)

となる。但し、

H° =u″ (c♀ )+― p11+→
2u′′
(c8)く 0

である。

一方、タイブ 1の個人については、
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讐=#[―Ⅸl+r》賓CLX器―(1+⇒H

等=#卜笑dx砦―o+釧

讐一+陣め十βいrHCt)豊 ]く 0

(13)

(14)

(15)

となる。 (1整上の符号に関しては、後で示される
豊,0の関係

を用いている。)

但し

Hl=u′′(cI)+β(1+r)2u″ (め )く 0

である。

したがつて公的年金が充実して行つた場合に、タイプ0の個人の消費量は、

(も し、タイプ0であり続けたならば)若年期も老年期も共に減少し、その結

果、効用水準も低下することが分かる。このようになる理由は明白である。タ

イプ0の個人にとっては、年金保険料aの拡充は単に、若年期における可処分所

得の減少をもたらすだけである。現在及び将来の消費が、共に正常財であるこ

とから、若年期及び老年期の消費は、共に減少する。タイプ0の個人の貯蓄量

もaの増加にともなって減少するが、-1<dx°/daく oとなる。即ち私的貯蓄の減

少分は年金保険料の増加分に比べて小さい。

他方、タイプ 1の個人の消費量については、 (タイプ 1であり続けた場合は)

aの増加にともなつて増えるか減るかは私的貯蓄の (限界)収益率 1+rと公的年

金の限界収益率dbノ daとの大小関係に依存する。dbノda>1+rの時には、若年期及

び老年期の消費が共に増加することになり、効用水準も増加する。db/da=1+r

の時には消費量は不変に保たれることになり、効用もしたがって変化しない。

しかし、もしdb/daく 1+rであるならば、若年期及び老年期の消費は、共に減少

する結果、効用水準は減少することになる。db/da>1+rであるとき、即ち公的

年金の収益率のほうが大きいときには、年金受給者となるタイプ1の個人の生

涯所得は、年金の拡充によって増加するので、その結果として消費が拡大する。
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同様に、db/da=1+rの ときにはタイブ1の生涯所得が変化しないこと、dbノdaく

1+rの ときには生涯所得が減少することから、消費は、前者の場合には変化しな

いこと、後者の場合には減少することが、説明される。尚、タイプ 1の貯蓄額

xlは db/daと 1+rとの大小関係にかかわらず、公的年金制度の拡充にともなって

減少することになる。だが、aの増加に伴う貯蓄の減少の度合に関しては、

dbノda>1+rの時にはdxγda<-1、 db/da=1+rの時にはdx1/da=_1(私的貯蓄

と公的年金とが完全代替的)、 db/da<1+rの 時には-1く dx1/daく oと なる。

3 年金政策の退職行動に与える影響

この節では年金政策の拡充にともなって、経済における老年世代の退職行動

がどのように変化するか考察する。前述のように、年金保険料が aの もとでの競

争均衡における退職者 h及び年金給付額 bは、 (6)及び (7)を連立させるこ

とによって決定される。ここから得られた解 h(→及び b(a)が連続関数になるこ

とについては、前に述べた通りであるが、ここではこれらの性質に関して更に

検討する。 (6)及び (7)式をそれぞれ全微分すると次のようになる。但し、h

につけられていた *記号は省略することにする。

[u′ (Cl)― u′(cI)]da+u′
(Ci)db+g′

(h)dh=0

da=h・ db+b・ dh

これよ り

dh O+rttuて cわ―改4】 +薇め
冨= _」 (hxl十 r)h+bu′ (4)

::=■
上
警ま話競子器轟《}群十

塾旦>0

が導出される。

(16)

(17)

10た,



cP>cIであることからuて c♀ )く u′(cl)で ある
1こ と、及び g′ (h)く 0に注意すれば、

器
は正の値をとる。つまり年金保険料 aの増加にともなって、競争均衡におけ

る年金受給額 bも増加することになる。しかし、aを増加させた時、経済におけ

る退職者数 hが増加するか否かは、 アプリオリには結論づけられない。
 1署
の分

母は正であるので、分子の(1+r)h[u′ (C♀ )― u′ (cl】 +u′ (cI)の符号について考える。

これに関しては、次の関係が成立する。

(1+r)h[u′ (C♀ )一 u′(cI)]+u′ (Ci)>(く)Oo 
譜
>(<)1-T:=Ili:     (18)

この同値性は (17)式 を右式に代入して、変形することによって、容易に確か

めることができる。

(18)よ り、
豊11+rで

あるときには、
豊
あ分子の符号は必ず正の値となる

ことが分かる。 した力゙ってそ(のときには
豊
>oとなる。他方、

 :署
<1+rでぁる

ときには、
豊
の符号は決定しない。

器
の方が 1+rに比べて十分小さい時には、

書
が負となる傾向がある。

この結果に対する経済学的解釈を以下に示そう。まずはじめに次のような同

値関係を示しておく。

青キ>01-轟・書⇔ギ>0ギ (19)

些ゝ 1+rの時には堅1<0及び堅止>0が成立することは、 (10)(11)(13)

及び (14)式より直ちに確認することができる。このような場合、年金の拡充

前には働くことと退職することとが無差別となっていた、健康状態がhの個人

は、aの値が増加することによって、退職することを選ぶようになる。その結果、

1こ
のことは効用関数が加法分離型であることに依存している。効用関数をu(cl,c2)で表わすの
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経済における退職者数は増加することになる。

一方、
豊11+rの

時には些豊く0及び豊止く0が成立するので、年金の拡充以

前に働くことと退職することとが無差別になっていた個人が、aの増加にともな

つて働き続けるのか否かについて、アプリオリに言うことはできない。換言す

ると
書
の符号については、一概には言えないのである。豊1と 豊止との減少幅

を比較した時に、 前者のほうが大きい時には、
 豊,0とな

るが、後者(D方が本

きいときには型L<0となる2。

年金受給者であるタイプ 1の個人の効用の減少分の年金が拡充されたとき、

ほうが、年金受給者ではないタイプ 0の減少幅に比べて大きくなる場合という

のは、奇妙に聞こえるかもしれない。これに関しては (13)(14)式 を再度検討

する価値がある。タイプ 1の個人が年金を受給するといえども、
器
く1+rであ

るときには、私的貯蓄よりも収益率の低い年金によって、強制的、財が若年期

から老年期に移転されることで、タイプ 1の生涯所得は減少してしまう。もし

仮にタイプ 1の生涯所得の減少額が、タイプ 0の個人の生涯所得のそれと等 し

かったとする。このときにはu′ (c♀ )く u′(cI)であることより、タイプ0の効用の減

少分に比べて、タイプ 1の効用の減少幅の方が大きくなる。実際には aが 1単位

タイプ 1の個人の生涯所年金が給付される分だけ、追加的に増えたときには、

であるならば、これが狭義凹関数である場合には、∂u°ルclく∂ulんclが成立する。

2 salnudson(1958)や Aaron(D“)の分析では、公的年金の収益率と私的貯蓄の収益率との関

係で資源配分の効率性の議論を展開した。彼らのモデルでは、老年世代は、今て退職しているの

で、人口成長率プラス賃金の L昇率で賦課方式の公的年金の収益率を定義することができた。し

たがって、人口成長率プラス賃金の上昇率と経済に存在する貯蓄手段の収益率とを比べて、公的

年金の効率性が議論できた。本稿におけるモデルでは、老年世代は、労働供給を行うか否かに関

する意思決定を行う点で、彼らのモデルの拡張となっている。その場合においても、公的年金が

人々の退職行動に与える影響を考える Lで、年金の収益率と貯蓄手段との収益率との関係が、や

はり重要な変数となつている。



得の減少 (-1+1器 (1+r)-1)の 方が、タイプ0の個人の生涯所得の減少 (-1)に

比べて/Jヽさい。
 豊11+r_で

あっても、
 :書
の値が 1+rに比べて嗜争れ程/Jヽさくな

いときには、タイプ 1の生涯所得の減少分が、タイプ 0の生涯所得の減少幅に

比べて小さいので、タイプ1の効用の減少の幅の方が小さくて済む。しかし
讐

が 1+rに比べて小さくなるにつれ、両タイプの生涯所得の減少幅の差は縮まる

ことになる。
器
の値が 1+rに比べて十分小さいときには、年金受給者であるタ

イプ1の個人の効用の減少分のほうが、年金受給者ではないタイプ0の減少幅

に比べて大きくなる。

4 年金政策と総貯蓄 との関係

この節では、公的年金が拡充していった時に、経済全体での総貯蓄はどのよ

うに変化するのかを調べる。経済全体での貯蓄額は

S(a)=(1-h*(a)),X° (a)+h*(a)Xl(a,b(a》 (20)

と計算できる。したがって年金が拡充したときの総貯蓄の変化は

Ψ ==笙
墜
:::三

と
(xl― x° )+(1-h*(a))三堕」l+h*(a)1塑Li (21)

となる。 (21)式の右辺第 1項は、退職行動の変化が総貯蓄に及ぼす影響であ

る。若年期及び老年期の消費が共に正常財であることから、xl― xO>。 が成立す

ることは、以前に示した通りである。もし型L>。 (年金の拡充に伴つて、退職

者が増加する場合)であるならば、この効果は正になる。これは、人々が、退

職の期間が長くなることに対応して、貯蓄額を増やすということに対応してい

る。逆に、
十
く0であるときには、この項は負の値をとる。

他方、 (21)式の右辺第 2及び第 3項は、 (12)式及び (15)式より負の値
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をとる。この項は、公的年金制度の拡充にともなって、民間貯蓄がクラウドア

ウトされる効果を表わしている。

年金の拡充に伴う総貯蓄の変化については、もし、生 <0でぁるときには必

ず減少することが言えるが、逆に生 >0であるときには、これについては一概

には言えないことになる。

5 年金制度が経済の効率性や公平性に与える影響

この節では、年金の拡充が経済の効率性や公平性に対して、いかなる影響を

及ぼすかについて考えることにする。それに先だって、次の主張を確認してお

くことにする。

補題8 タイプ 1のどの個人の効用も、任意のタイプ0の個人の効用よりも低い。

証明8 タイプ0になることとタイプ 1になることとが無差別であるような、健

康状態h*の個人に関して次式が成立する。

U°(a)+V(Qh*)=Ul(a,b(a》 +V(1,h*)

タイプ 1に属する任意の個人の健康状態をhl、 タイプ 0に属する任意の個人の

健康状態をh° とする。ここで勿論hlく h*<h° が満たされる。このときvh>0の仮

定より次が成立する。

U° (a)+V(Qh° )>U° (a)+v(0,h*)=Ul(a,b(a》 +V(Lh*)>Ul(a,b(a》 +v(1,hl)

Q.E.D.

器
>‖ rの時には、第 3節で述べた様に

七多
<欲
七多
>0が成立する。上で

示したように、元々タイプ1の個人のほうがタイプ0の個人に比べて、効用水

準が低い。したがって、このような場合の年金を拡充することで、バレートの
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意味では改善的でも改悪的でもないが、経済における公平性は改善されること

になる。

豊11+rか
つ
電≫
>0の時、即ち

七多
及び
七lは
共に負であるが、些上の減少

幅の方が些1の減少幅に比べて小さい場合には、公的年金の拡充にともなって、

経済全体の資源配分の効率性は必ず低下する。即ちパレー トの意味で改悪的で

ある。しかし、この場合でも、経済における公平性は改善されることになる。

最後に、
器
く卜 rかつ

子
<0の時、即ち

考多
及び
七多
は共に負であるが、

些生の減少幅の方が豊上の減少幅に比べて小さい場合には、公的年金の拡充に

ともなって、経済全体の資源配分の効率性は必ず低下する。即ちパ レー トの意

味で改悪的である。更には、元々効用水準の低いタイプ 1の個人の効用の減少

幅のほうが、効用水準の高いタイプ 0の個人の効用の減少幅に比べて大きいの

で、経済における公平性も損なわれることになる。

公的年金の増加に伴つて退職者数が増加するようなときには公的年金の拡充

によって、経済における公平性は改善されることが分かる。また、効率性に関

しては
器
と 1+rと の大小関係に依存する。しかし反対に、公的年金の増加に伴

って、退職者数がかえって減少するような状況のもとでは、公的年金制度は経

済の効率性及び公平性のどちらも阻害することになる。

6 結論

本稿では、人々のあいだに健康状態に関する相違があるときに、賦課方式の

公的年金が拡充することに伴って、経済における、老年世代の労働供給量や総

貯蓄がどのように変化するかついて、理論的に考察 した。更に、公的年金が経

済の効率性や公平性に対して、どのように作用するかについても考察している。
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このモデルの拡張としては、動学的な考察を行えるように、資本蓄積を明示

的に導入することが考えられる。本稿の場合には、貯蓄手段は、その利子率が

外生的に与えられたような貯蔵技術であつた。Dialnond(1965)の モデルのよう

に、資本蓄積についても考慮するならば、公的年金制度の拡充の効果は、資本

蓄積の度合いにも依存するであろうと予想される。このような視点からの考察

に関しては、今後の課題としたい。
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